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「今後の労働時間等設定改善関係業務の運営に当たって

留意すべき事項について」の一部改正について

労働時間等設定改善関係業務については、平成 25年4月1日付け基発 0401

第 61号 rr今後の労働時間等設定改善関係業務の進め方について」の一部改正
についてJ(以下「業務通達」という。)及び閑R付け基政発 0401第 2号 rr今
後の労働時間等設定改善関係業務の運営に当たって留意すべき事項についてJ

の一部改正についてJ(以下「留意通達Jという。)により指示しているところ

であるが、本目、平成25年度本予算が成立したことを踏まえ、業務通達につい

て、平成 25年5月 15釘付け基発 0515第2号 rr今後の労働時間等設定改善関
係業務の進め方について」の一部改主についてjをもって改Eされたことから、

留意通達の「記」以下について、別添の新旧対照表のとおり改正したので、了

知の上、引き続き適正な運用に遺憾なきを期されたい。



「今後の労働時間等設定改善関係業務の運営に当たって留意すべき事項について」

(平成25年4月1日付け基政発0401第2号)新!日:対照表

改正後

記

現行

記

第1 長時間労働の抑制と年次有給休暇の取得促|第1 長時間労働の抑制と年次有給休暇の取得促

進等仕事と生活の調和の実現に向けた社会的| 進等仕事と生活の調和の実現に向けた社会的

気運の醸成等を図るための具体的な施策の実

繍(業務通達記の第1の3(1)関係)

働き方・休み方改善ハンドブyク等の開発

について

f働き方・休み方改善ノ、ンドブyグJ (仮

称)について、平成25年度は、情報通信業及

び宿泊業について作成することしているの

で、作成後は、コンサノレティングやワ}クシ

ョップで活用するほか、業界団体を通じ、傘

下の事業場に周知すること。

第2 労働時間等設定改善推進助成金(以下「推

進助成金」という。)について(業務通達の別

添 1r労働時間等設定改善推進助成金支給要

領J(以下「推進助成金要領jという。)第l

の1関係)

l 事業主団体等の要件について(推進助成金

要領第1の1関係)

(l)これに準ずる区域Jとは、都道府県全

域までではないものの、都道府県内の相当

の範閣の区域を加入対象地域とするもの

をいうものであることロ

(2) 中小企業事業主の団体又はその連合田

体(以下「事業主団体等Jという。)の傘

下の事業主のうち労働者を雇用する事業

主(以下「構成事業主j という。)の業種

が複数種にわたる揚合、推進助成金要領第

1の1の(2)のア又はイのいずれか一方の

要件を満たす業種ごとの事業主数の合計
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が構成事業主全体の2分の1以上である

ことが要件となること。

(3) 財政能力とは、助成金が支給されない場

合でも事業を実施可能であることをいう

ものであること。

2 取組事項について(推進助成金要領第1の

2 (1)及び3(1)関係)

取組事項の具体的な内容は、次のとおりで

あることロ

(1) 実施体制の整備(労働時間等設定改善委

員会を始めとする労使協議機関の設置等)

労働時間等の実態について適切に把握

するとともに、労働時間等設定改善委員会

をはじめとする労使聞の話合いの機会を

整備すること等がこれに該当すること。

(2) 年次有給休較を取得しやすい環境の整

備

計画的付与制度の導入、年次有給休暇台

帳の作成、年次有給休暇の取得状況の労使

による確認制度の導入、年次有給休暇の取

得率の目標設定、 2週間程度の長期休暇制

度の導入等取得しやすい雰囲気づくりや

意識の改草等がこれに該当すること。

(3) 所定外労働の削減

ノー残業デ一、ノー残業ウィークの実施

等がこれに該当すること。

(4) 労働者の抱える多様な事情及び業務の

態様に対応した労働時間等の設定

業務の実態について調査を行い、当該調

査結果及び労働者の抱える多様な事情に

応じて、変形労働時間制、フレックスタイ

ム制、裁量労働側及び短時間正社員制度を

活用(新規導入、見直し)することがこれ

に該当すること。

なお、医療業にあっては、上記のほかに

勤務シフト等労働時間面での改善や補助

者の活用(新規導入、見直し)、業務の効
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率的な遂行のための業務会担の見直し等

により、労働者の負担軽減を行うことがこ

れに該当すること。

(5) 労働時間の管理の適正化

労働時間管理の現状把握、適正化を行

い、時間的に過密とならない業務の運用lこ

ついての検症を行うことがこれに該当す

るとと。

(6) ワークシェアリング、在宅勤務、テレワ

ーク等の活用

多様な働き方の選択肢を拡大するワー

クシzアロングの導入、通勤負担の軽減と

なる在宅勤務、テレワーク等の活用につい

て新たに何らかの整備を行うことがこれ

に該当すること。

(7) 特に健康の保持に努める必要があると

認、められる労働者(労働時間等設定改善指

針(平成 20年厚生労働省告示 108号。以

下「労働時間等見直しガイドラインJとい

う。)の 2の(2)の f特に!ia慮を必要とす
る労働者について事業主が講ずベき措置」

のイに定められた措置)

労働者の健康を守るための予防策とし

て、メンタノレヘノレスケアの実施とあわせ、

疲労を蓄積させない、又は、疲労を軽減さ

せるよ5な労働時間等の設定を行うこと

や、病気休暇から復帰する労働者について

円滑な職場復帰を支援するような労働時

閑等の設定を行うこと等がこれに該当す

ることE

(8) 子の養育又は家族の介護を行う労働者

(労働時間等見直しガイドラインのzの
(2)の「特に臨慮を必要とする労働者につ

いて事業主が講ずべき措置Jのロに定めら

れた措置)

育児休業、介護休業、子の看護休暇、介.'

護休暇、所定外労働の免除、所定労働時間

の短縮措置等について規定整備を図ると
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ともに、それらの制度を利用しやすい環境

の整備を図ることや、年次有給休暇の取得

促進、所定外労働の削減等により、子の養

育又は家族の介護に必要な時間の確保を

図ること等がこれに該当すること。

(9) 妊娠中及び出産後の女性労働者(労働時

問等見直しガイドラインの2の(2)の「特

に配慮を必要とする労働者について事業

主が講ずべき措置」のハに定められた措

置)

妊娠中及び出産後の女性労働者につい

て、保健指導又は健康診査を受けるために

必要な時間の確保を行うこと等がこれに

該当すること。

(10) 単身赴任者(労働時間等見直しガイド

ラインの2の(2)の f特に毘慮を必要とす

る労働者について事業主が講ずべき措置」

のヱに定められた措置)

休日の前日の終業時刻の繰上げや休日

の翌日の始業時期lの繰下げを行うこと、家

族にとって特別な日については休暇を付

与すること等がこれに該当すること。

(11) 自発的な職業能力開発を図る労働者

(労働時間等見直しガイドラインの2の

(2)の「特に記慮を必要とする労働者につ

いて事業主が講ずべき措置」のホに定めら

れた措置)

有給教育訓練休暇、長期教育訓練休暇そ

の他の特別な休暇の付与、始業・終業時刻

の変更、勤務時間の短縮、時間外労働の制 d

限等労働者が自発的な職業能力開発を図

ることができるような労働時間等の設定

を行うこと等がこれに該当すること。

(12) 地域活動等を行う労働者(労働時間等

見直しガイドラインの2の(2)の f特に配

慮を必要とする労働者について事業主が

講ずべき措置」のへに定められた措置)

地域活動等へ参加する労働者に対して、
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特別な休暇の付与、労働者の希望を前提と

じた年次有給休暇の半日単位の付与等に

ついて検討すること等がこれに該当する'

こと。

(13) その他特に配慮を必要どする労働者

(労働時間等見直しガイドラインの2の

(2)の「特に配慮を必要とする労働者につ

いて事業主が講ずべき措置Jのトに定めら

れた措置)

労働者の意見を聴きつつ、その他特に思

慮を必要とする労働者がいる場合、その者

に係る労働時倒等の設定に自己慮すること

がこれに該当すること。

3 成果目標について(推進助成金要領第1の

I 2 (2)及び3(2)関係)
成果目標の達成状況については、以下によ

り算定すること。

(1) 構成事業主に対して、成呆目標に係る実

績を、事業開始時における状況として、事

業承認を受けた前年のB月1日から事業

承認を受けた年の 1月末日までの半年間

を算定期聞としたものを、事業終了時にお

ける状況として、事業承認を受けた年のB

Jll日から笠年の 1月末日までの半年聞

を算定期間としたものを、それぞれ、下記

4 (2)アのアンケート{ヒアリング)調査

により把握すること。なお算定期間につい

ては、例えば賃金締切日が25目となって

いるため、 7月26日から 1月25sまで

の半年聞を算定期間とするなど、算定の利

便性から、算定期間を若干日前後させるこ

とは差し支えない。

(2) 事業開始時及び事業終了時のそれぞれ

について、把握した構成事業主の状況の和

を、把握した構成事業主数で除して、団体

としての成果目標の実績を算定すること

( r実施体制の整備Jに関する目標である
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「労使による話合いの場を設置した構成

事業主数を構成事業主数全体の2分の 1

以上とすることJを除く0)。ただし、算定

期間中に雇用調整助成金又は中小企業緊

急雇用安定助成金(以下「雇用調整助成金

等J という，)を受給している構成事業主

については、この算定の対象から除〈こ

と。

なお、各成果目標ごとの実績を把握した

構成事業主数は、構成事業主全体の半数以

上であること。ただし、「労働者の抱える

多様な事情及び業務の態様に対応した労

働時閑等の設定」に関する目標である「夜

勤回数の削減」については、夜勤の存在す

る構成事業主の事業場(以下f構成事業場J

という。)を対象としているため、構成事

業主全体の半数以下であっても差し支え

ない。

4 推進事業について{推進助成金要領第1の

4関係)

(1) 推進助成金要領第1の4のアの「方針策

定等の事業jについて

方針策定等の事業の具体例は、次のとお

りであること。

ア方針策定

「推進事業実施の薫点とする取組事項

とその内容J、「好事例の収集、普及啓発

の事業の企画J、「説明会、個別指導等の

企画J等の助成対象団体としての推進事

業実施方針を策定すること。

イ全体会議

事業の企画・立案及び取りまとめ、全

体の意思統一並びに事業実施結果に関

するフオロ}アップを図るために、構成

事業主を招集して会識を開催すること。

ウ アンケート(ヒアロング)調査

(1) 構成事業場における事業開始時の
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労働時間等の設定の状況調査

事業開始時に、構成事業場における

労働時間等の設定の状況や労働時間

等の設定の改善に対する意識等を調

査・把握すること。

す凡ての構成事業場に対して調査

を行うものとし、原則として半数以上

の構成事業場の実態及び成果目標の

実績を把握すること。

なお、調査にあたっては、調査票の

様式伊lである別添1r労働時間等設定

改善計画J及び詳しい算定方法につい

て取りまとめた別紙の「医療業の団体

の成果目標に調する計算方法」、「年休

取得日数の計算方法」、「所定外労働時

間の計算方法」を利用するよう団体を

指導するなどして」正確に成果目標の

実績を把握すること。

(イ) 構成事業場における事業終了時の

労働時間等の設定の状況調査

事業終了時に、構成事業場における

労働時間等の設定の状況や労働時間

等の設定の改善を進める上での問題

点等を調査・把握すること。

すべての構成事業場に対して調査

を行うあのとし、原則として半数以土

の構成事業場の実態及び成果目標の

実績を把握すること。

なお、調査にあたっては、別添2r労

働時間等設定改善実施結果報告j及び

別紙の「医療業の閏体の成果目標に関

する計算方法J、「年休取得日数の計算

方法」、「所定外労働時間の計算方法J

を活用するなどして、正確に成果目標

の実績を把握すること。

エ調査結果分析

(7) 事業開始時の調査結果分析

ウの(7)の結果を分析し、支給対象
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団体として、推進事業を進める上での

基礎とすること。

(イ〕 事業終了時の調査結果分析

ワの(イ}の結果を分析し、事業の成

果、事業終了後の課題等を検討し、フ

オローアップを図るための基礎どす

ること白

(2) 推進助成金要領第1の4のイの「好事例

の収集、普及啓発の事業」について

好事例の収集、普及啓発の事業の具体例

は、次のとおりであること。

ア巡回(訪問)調査

労働時間等の設定の改善に関する好

事例事業場を訪問し、好事伊jについての

調査・収集を行うこと。

イ 好事例集・報告書作成及び配布

アの結果及び後述の(5)を実施した場

合は改善事例についても取りまとめた

事例集及び事業の成果を取りまとめた

事例集を作成し、構成事業場に配布する

ことロ

(3) 推進助成金要領第lの4のウの「セミナ

ーの開催の事業Jについて

セミナ]の開催の具体例は、外部から講

師を招き、労働時間等の設定の改善に向け

た気通の醸成のために、その必要性等につ

いてのセミナ}を開催すること等である

こと。

(4) 推進助成金要領第1の4のエの「巡回指

導等の事業Jについて

巡回指導等の実施の具体例は、次のとお

りであること。

ア全体説明会

(1) 事業計画の説明

構成事業場の責任者・担当者に実態

に基づく労働時間等の設定の改善に

向けての事業計画を説明し、周知徹底

を図るとと。
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(イ) 専門家の招へい

外部から専門家を招き、労働時間等

の設定の改善を行う際に発生する労

務管理上の諸問題の改善のための対

応方法に関して説明を受けること。

イ 巡回形式による個別指導

選定事業場や希望する事業場を訪問

して、労働時間等の設定の改善を行う際

に発生する労務管理上の問題点の解決

方法や就業規則等の変更、作成の方法等

について、相談に応じるとともに、具体

的な指導を行うこと a

ク 相談会形式による個別指導

選定事業場や希望する事業場に対し、

労働時開設定改善推進員(以下「推進員」

という。)、外部の専門家等による相談会

を開催し、労働時間等の設定の改善を行

う際に発生する問題点の解決方法や就

業規則等の変更、作成の方法等について

具体的な指導を行うこと。

(5) 推進助成金要領第1の4のオの「重点的

な指導が必要な事業場に対する個別指導

の事業Jについて

労働時間等の設定の改善に向けて団体

全体の底上げを図るため、年次有給休暇の

取得が低競又は所定外労働時聞が長い構

成事業場などに対し、 1か月以上の期間に

わたって複数回、外部の専門家が個別に訪

問し、労働時間等の設定や業務体制などの

実態、労働時間等の設定を改善する際に発

生する問題を把握するとともに、その解決

方法について具体的に助言・指導を行うこ

と。

また、改善が図られた事例については、

改善事例として取りまとめること。

(6) 推進助成金要領第1の4の:JJの「労働時

間等の設定の改善に向けた取引先等との

調整の事業Jについて
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取引先等との調整の具体例は、次のよう

な項目について連絡会議の開催やそのた

めの資料の作成等を行うことが該当する

こと。

短納期発注の抑制、納期指定の弾力化

等の要請

週末発注・週初納入、終業時間後発注・

翌朝納入等、労働時間等の設定の改善を

阻害する発注方式の抑制の要請

・ 時間外労働の削減や休日・休暇の取得

を前提とした計画的生産・発注平準化へ

の協力要請

発注計画の事前の情報提供と調整の要

請

(7) 推進助成金要領第工の4のキの「上記の

ア~カには該当しないが、 2(1)又は3(1)

に掲げた取組事項を推進するために必要

と認められる事業jについて

例えば、労働時間の削減に向けた業務の

効率化に資する新しい機械・器具の実技講

習の開催などを指すこと。

本事業については業種等により事業内

容が具なることが想定さ礼るため、 2に掲

げた取組事項を推進するために、例えば上

記の実技講習の場合には、実技講習と併せ

て労働時間短縮の必要性に関するセミナ 1

ーを開催することなど、必要な条件を附す

る場合があることから、事業承認にあたっ

ては本省に相談すること。

5 推進員の配置について(推進助成金要領第

2の2関係)

推進員の臨置を行う場合、その配置につい

ては、次のとおり取引扱うこと。

(1) 推進員は、推進事業の実施に関して、

ア 事業方針に基づき円滑に実施すると

と

イ 事業実施の承認を受けた事業主団体

等が連合体の場合には、傘下の団体との

10 



連絡調整を行うとと

ワ 推進助成金に関する書類の作成を行

うこと

等、事業運営の中心的な役割を担う者とし

て配置するものであること。

(2) 推進員については、労働時間制度につい

て、専門的な知識を有すること。

(3) 推進員法、費用の限度額の範囲内で複数

配置して義し支えない。

(4) 当該推進員業務の実施に当たり必要な

印刷費、通信運搬費、消耗品費、旅費等の

経費については、各事業の実施fc.要する経

費の中に言十ょすること。

日 成果目標の達成状況に関する証拠書類につ

いて(推進助成金要領第3の2(1)ウ関係)

成巣目標の達成状況に関する証拠書類と

は、上記4(1)7により構成事業場から収集し
たアンケート(ヒアロング)調査の調査票等

の写し及びその集計結果を指すこと。

なお、当該アンケート(ヒアリング)調査

の調査察等の内容を裏付ける資料について

は、必ずしも支給申請の際に添付する必要は

ないが、構成事業場において整理しておくな

ど、支給審査時に必要に応じて確認すること

ができること。

7 労働時間等設定改善実施計画の承認制度の

活用について

支給対象団体から、推進事業の内容で営業

にかかわる事項が含まれる等私的独占の禁止

及び公正取引の確保fc.関する法律上の問題が

懸念されるとの相談があった場合には、労働

時間等の設定の改善に関する特別措置法第8

条の労働時間等設定改善実施計画の承認制度

を活用するよう助言を行うこと。

第3 職場意識改善助成金(以下「改善助成金JI (新設)

11 



という。)について(業務通達の別添2r職場

意識改善助成金支給要領J) (以下「改善助成

金支給要領」という。)第2の1関係)

1 支給対象事業主の要件について(改善助成

金支給要領第2のl関係)

改善助成金支給要領第2の1(1)について

は、改善助成金が、労働者災害補償保険法 (sli

和22年法律第50号)第29条の社会復帰促進

等事業として行われることによるものである

ととロ

よって、改善助成金の支給を受けようとす

る場合には、労働者災害補償保険の加入手続

きがなされていることが必要であること。

2 事業実施計画について(改善助成金支給要

領第2の2隣係)

職場意識改善助成金事業実施計画(以下f事

業実施計画」という。)に盛り込む具体的な内

容は、次のとおりであること。

(1) 実施体制の整備のための措置

次のアからウのすべてについて、取り組

むこと。

ア 労働時間等設定改善委員会の設置等

労使の話合いの機会の整繍

労働時間等の実態について適切に把

握するとともに、職場意識改普に向けた

取組を促進するため、労働時間等設定改

善委員会をはじめとする、労使の話合い

の機会を整備すること等がこれに該当

すること。

イ 労働時間等に関する偲々の普情、意見

及び要望を受け付けるための担当者の

選任

労働時間等の設定の改善を目的とし

た職場意識改善を図るためには、事業主

が、労働者各人からの労働時間等の個別

の苦情、意見及び要望に誠意をもって耳

を傾け、善後策を講じることが必要であ

12 



ることから、苦情等に応じるための担当

者を選任し、処理制度を設けることがこ

れに該当するとん

ウ 事業実施計画の周知

労働者に対する事業実施計湿の周知

を図るため、社内報への掲載、事務所等

の見やすい場所への掲示、ホームベ}ジ

等での公表等の実施がこれに該当する

こと。

(2) 支給対象の事業について

ア職場意識改善コ]ス

次の(7)から(エ)までのうち、 1つ以

上実施すること。

(7) 労務管理担当者に対する研修

管理職等に対して、労働時間等の

設定の改善に向けた必要性等につい

て周知を図るため、外部の講師を招

き研修を実施すること、外部の専門

家が開催するセミナ}に参加すると

と等がこれに該当すること。

({) 労働者に対する研修、周知・潜発

労働者k.対して、労働時間等の設

定の改善に向けた必要性等について

周知を図るため、外部の講師を招き

研修を実施すること、ノ}残業デー、

ノー残業ワィ}クの実施、年次有給

休暇の取得率の目標設定等lこ係る周

知を行うこと、 2週間程度の長期休

暇制度の導入等取得しやすい雰殴気

づくり等に係る啓発を実施すること

等がこれに該当すること白

(ウ) 外部専門家によるコンサノレティン

グ

外部の専門家による業務体制等の

現状の把握、問題点・原因の分析、

対策の検討・実施等がとれに該当す
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iOCし

年次有給休暇の計画的付与制度・

侍簡単位付与制度や、改善助成金支

給要領第2の2(2)のア(7)のaから

fまでを目的とした、変形労働時間

制、プレックスタイム制、裁量労働

制、短時間正社員制度、多様な働き

方の選択肢を拡大するワ}クシェア

日ング、通勤負担の軽減となる在宅

勤務、テレワーク、労働時間等見直

しガイドラインの2の(2)の「特に配

慮を必要とする労働者について事業

主が講ずべき措置」のイからトまで

に定められた特に毘慮を必要とする

労働者に対する休暇の付与等の措置

としての病気休暇、ボランティア休

暇、リフレッシュ休暇、裁判員休暇

等の特別休暇等を導入するために必

要な就業規則・労使協定等の策定・

見直しがこれに該当すること。

イ 労働時間管理適正化コース

次の(y)から(エ)までのうち、 1つ以よ

実施すること。なお、各事業の内容は、

事業の実施により労働時間の把握が適

正に行われているかを確認し、労働時間

管理上の問題点の把握及びその解消を

図るものとなっており、また事業の実施

により把握した労働時間等に基づき業

務内容や体制を見直す等により業務能

率を増進することで、所定外労働を削減

し、年次有給休暇の取得を促進するもの

となっていること。

(7l 労務管理用機器の導入・更新

労働者の労働日ごとの始業・終業

時期jを記録することができるタイム

レコ]ダー、 ICカード等、 1Cカ

ード等の銃取装置等の購入がとれに

該当すること。
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(イ) 労務管理用ソフトウェアの導入・

更新

市販の勤怠管理Yフトウェア等の

購入、事業場独自の勤怠管理Yフト

ウェアの開発等がこれに該当するこ

と。

m デジタ/レ式運行記録音十の導入・更
新

車載機器として、車報器本体、記

録媒体(メモリーカード等)等の購

入が、事業場用機器として、読取装

置(メモリ]カードリーダー等)、

分析Yフトウェア等の購入がこれに

該当すること。

(ヱ) テレワーク用通信機器の導入・更

新

労働者の自宅における機器とし

て、シンクライアント端末装置、 V

PN装置等の購入が、また、事業場

における機器として、シンクライア

ントサーバ、 VPN装置、ネットワ

]タ監視装置等の購入がこれに該当

すること。

3 成果目標について(改善助成金支給要領第

2の2.(2)関係)

成果目標の達成状況については、以下によ

り算定すること。

(1) 成果目標に係る実績を、事業開始時にお

ける状況として、事業承認を受けた前年の

8月 1日から事業承認を受けた年の l月

末日までの半年聞を算定期間としたもの

をv事業終了時における状況として、事業

承認を受けた年の 8sJ 1日から翌年の1

月末日までの半年間を算定期間としたも

のを、それぞれ、算定すること。なお算定

期間については、例えば賃金締切日が25

日となっているため、 7月26日から 1月

25日までの半年間を算定期間とするな

15 



ど、算定の利便性から、算定期間を若干目

前後させるととは差し支えないこと。

(2) 事業主が雇用調整助成金等を受給して

労働者を休業又は職業司l権者(以下「休業等」

という。)させている期間が、成果目標の

算定期間に含まれている場合、労働者の月

間平均所定外労働時間数については、雇用

調整助成金等を受給して休業等した月の

所定外労働時間数及び労働者数から、当該

休業等労働者分を除いて算定することと

し、労働者の年次有給休暇の年間平均取得

日数については、雇用調整助成金等を受給

して休業等した月の年次有給休暇の取得

日数及び労働者数から、当該休業等労働者

分を除いて算定すること。

また、算定方法については、具体的な計

算例などをまとめた別紙「年休取得目数の

計算方法j、「所定外労働時間の計算方法J

を活用するなどして、正確に実態を把握す

ること。

なお、よ記に依り難いなどで必要な場合

は、本省に相談すること。

第4 助成金の周知について(業務通達記の第2I (新設)
関係)

1 推進助成金について

推進助成金については、支給対象となる事

業主団体の要件に留意しつつ、業務通達の記

の第3の3による局選定業種、宿泊業並びに

長時間労働の実態にある運輸業及び情報通信

業tc:属する毘体等に対して第1四半期を中心

に積極約にその活用を働きかけること。

2 改善助成金について

改善助成金については、当該助成金の申請

期限が7月末となっていることに留意し、第

1四半期を中心に、リ}ブレy トを活用し、

あらゆる機会を通じて積極的に周知を行うこ

と。 特に、平成25年度から、タイムカード、
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ICカード等の労働時聞を客観的に記録する

ための機器、労務管理Yフトウェア、デジタ

ノレタコグラフ等を導入・更新し、労働時間の

適正な管理を行う中小企業を支援するために

設けた f労働時間管理適正化コース」につい

ては、監督指導において、労働時間の管理の

適正化に資するこれらの機械、器具の導入が

必要な事業場を把握した場合にリーフレット

を活用して説明するほか、これまでに、労働

| 時間管理の適正化を指導した事業場等に対し
て日}フレアトを送付するなどの方法によ

り、積駆的に周知を行うこと。

第5 働き方・休み方改善コンサJレタントによる

個別事業場等に対する支援(業務通達記の第

3関係)

1 京、雄事業場とその対応について

対象事業場の選定等に当たっては、次の (1)

~(5) に留意すること。

また、対象事業場に対し、コンサノレティン

グ等を行った場合は、別添3r対象事業場管

理表jを活用し、自主点検の状況を含め、逐

次状況を記録するなどして、それぞれの進捗

状況を管理すること巴

(1) 局選定業種の事業場

ア局選定業種について

局選定業種については、これまで都道

府県労働局(以下 f局」という。)又は

労働基準監督署(以下「署Jという。)

において実施してきた各種の自主点検

結呆により、長時間労働や年次有給休暇

の取得率が低い業種、長時間労働や年次

有給休暇の取得に関する相談が多数寄

せられる業種、これまでのコンサノレティ

ングの実績等から業種全体で取り組む

必要があると局において判断した業種、

業種目IJの年次有給休暇の取得率等を把

握している場合は取得率が低い業種、各

第2 働き方・休み方改善コンサノレタントによる

偲別事業場等iこ対する支援(業務通達記の第

2関係)

1 対象事業場とその対応について

対象事業場の選定等に当たっては、次の(1)

~(5) に留意すること。

また、対象事業場に対し、コンサノレディン

グ等を行った場合は、7JIJ添1 r対象事業場管

理表」を活用し、自主点検の状況を含め、逐

次状況を記録するなどして、それぞれの進捗

状況を管理すること。

(1) 局選定業種の事業場

ア 局選定業種について

局選定業種については、これまで都道

府県労働局(以下「局Jという。)又は

労働基準監督署(以下「署」という。)

において実施してきた各種の自主点検

結果により、長時間労働や年次有給休暇

の取得率が低い業種、長時間労働や年次

有給休暇の取得に関する相談が多数寄

せられる業種、これまでのコンサルティ

ングの実績等から業種全体で取り組む

必要があると局において判断した業種、

業種別の年次有給休暇の取得率等を把

握している場合は取得率が低い業種、各
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種の統計により労働時間が長い業種等

から選定すること。また、局選定業穫は

複数選定して差し支えないこと。

なお、本省においては、上記第1の1

のとおり、情報通信業及び宿泊業につい

て、「働き方・休み方改善ハンドブyクJ

(仮称)を作成することから、これらの

業種を選定することについても検討す

ること。

イ 局選定業種に係る事業場の選定基準

の策定について

選定基準の策定に当たっては、局選定

業種に該当するすべての事業場を対象

とするのではなく、例えば一定規模以

上の事業場、地域等のまとまりのある

事業場を対象とする等、コンサルテイ

ングの効果が最大限発揮されるもの

とすること。

ウ 行政手法について

自主点検を行う場合は、5JIJ添4r労働

時間等設定改善自主点検表」を用いるこ

と。ただし、既に他の自主点検等により、

上記自主点検の内容を把握している場

合は、当該自主点検を省略して差し支え

ない。

(2) 助成金を支給した事業場等

助成金を支給した事業場及び団体t;:対

しては、ア及びイにより対応すること。

ただし、毎年度末に実施している政策評

価のためのアンケート、推進助成金を支給

した団体が事業開始時及び事業終了時に

構成事業場の実態を把握するために行う

アンケート調査票(以下「アンケート調査

察Jという。)、改善助成金を支給した事

業主から支給申請時に提出される職場意

識改善助成金事業実施結果報告書などか

ら、週労働時間が60時間以上の労働者が

存在する事業場を把握した場合は、ア及び

18 

種の統計により労働時間が長い業種等

から選定するとと。また、局選定業種は

複数選定して差し支えないζと。

なお、本省においては、上記第lの1

のとおり、情報通信業及び宿泊業につい

て、「働き方・休み方改善ハンドプyクj

(仮称)を作成することから、これらの

業種を選定することについても検討す

ること。

イ 局選定業種に係る事業場の選定基準

の策定について

選定基準の策定に当たっては、局選定

業種に該当するすべての事業場を対象

とするのではなく、例えば一定規模以

上の事業場、地域等のまとまりのある

事業場を対象とする等、コンサルティ

ングの効果が最大限発揮されるもの

とすること。

ウ 行政手法について

自主点検を行う場合は、JlIJ添2r労働

時間等設定改善自主点検表jを用いるこ

と。ただし、既に他の自主点検等により、

上記自主点検の内容を把握している場

合は、当該自主点検を省略して差し支え

ない。

(2) 助成金を支給した事業場等

助成金を支給した事業場及び団体に対

しては、ア及びイにより対応すること。

ただし、毎年度末に実施している政策評

価のためのアンケート、労働時間等設定改

善推進助成金(以下「推進助成金Jという。)

を支給した団体が事業開始時及び事業終

了時に構成事業場の実態を把握するため

に行うアンケート調査票(以下「アンケー

ト調査票」というロ)、職場意識改善助成

金(以下「改善助成金Jという。)を支給

した事業主から支給申請時に提出される

職場意識改善助成金事業実施結果報告書



イに関わらず、当該事業場に対して、架電

等により、ワークショップ及びコンサノレテ

イングの手法を説明し、事業主等lと対して

希望する手法を確認すること。コンサルテ

イングを希望した場合には、コンサノレティ

ングを必ず実施すること。

ア推進助成金

平成24年度以降に事業の実施を承認

した個体又は当該団体の構成事業主に

対して、 (7)及び(イ)の区分に留意の上、

必要な指導を行うこと。

の 平成24年度に推進助成金事業の実
施を承認された団体及び当該団体の

構成事業主

a 、bの順番で必要な指導を行うと

と。

a 事業実施年度の翌年度の第1四

半期をR途に、助成金を支給した団

体から提出された事業開始時及び

事業終了時のアンケート調査察に

より、①又は②のいずれかに該当す

る構成事業主を把握し、当該構成事

業主における労働時間等の設定の

改善に向けた問題点について、必要

に応じて団体から取組の状況を確

認し、分析を行った上で、当該構成

事業主が問題点の解決に向け継続

的に取り組めるように、当該構成事

業主に対し団体による助言・指導、

情報の提供その他の援助を行うよ

う、団体に対して働きかけること。

① 事業終了時の年次有給休暇の

取得率又は取得日数が、事業開始

時より低下したもの

②事業終了時の労働者l人当た

りの月間所定外労働時間数が、
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などから、週労働時期が 60時間以上の労

働者が存在する事業場を把握した場合は、

ア及びイに隣わらず、当該事業場lと対し

て、架電等により、ワークショップ及びコ

ンサノレティングの手法を説明し、事業主等

に対して希望する手法を確認すること。コ

ンサノレティングを希望した場合には、コン

サノレティングを必ず実施すること。

ア推進助成金

平成24年度に、助成金を支給した団

体又は当該団体の構成，事業主に対して、

(1)、(イ)の順番で、必要な指導を行うこ

と。

(1) 事業実施年度の翌年度の第1四半

期を回途に、助成金を支給した間体か

ら提出された事業開始時及び事業終

了時のアンケート調査票により、 a又

はbのいずれかに該当する構成事業

主を把握し、当該構成事業主における

労働時間等の設定の改善に向けた問

題点について、必要に応じて団体から

取組の状況を確認し、分析を行ったう

えで、団体に対して、当該構成事業主

が問題点の解決に向け継続的に取り

組めるように、当該構成事業主1こ対し

団体による助言・1指導、情報の提供そ

の他の援助を行うよう、働きかけるこ

と。

a 事業終了時の年次有給休暇の取得

率又は取得呂数が、事業開始時より

低下したもの

b 事業終了時の労働者1人当たり

の月間所定外労働時間数が、事業開

始時より増加したもの

(イ) 事業実施年度の翌年度の第4四半

期を目途に、別添3、4r労働時間等

設定改善推進助成金支給団体の構成

事業場に対する自主点検表J)を用い



事業開始時より増加したもの

b 事業実施年度の翌年度の第4四

半期を目途に、別添5r労働時間等

設定改善推進助成金支給団体の構

成事業場に対する自主点検表」を用

いてすべての構成事業場に対して、

自主点検を実施すること。

ただし、~年度内の実施が困難な

場合にほ、事業実施年度の翌々年度

に実施して差し支えないこと。

自主点検の対象事業主は、事業実

施承認の申請の際の添付書類であ

る団体の構成員名簿や、アンケート

調査票により把握すること。

自主点検の結果、事業終了時より

年次有給休暇の取得率が低アして

いる等、労働時間等の設定改善に向

けた取組が低調なことを確認した

場合は、当該事業場に架電等によ

り、現状を理解させた上で、ワーク

ショップ及びコンサJレテイングの

手法を説明し、いずれかの手法を利

用するよう働きかけること。

コンサノレティングを希望する場

合には、必ずコンサルティングを実

施すること。

(イ) 平成25年度以降に推進助成金事業

の実施を承認された周体及び当該団

体の構成事業主

a 、bの順番で必要な指導を行うこ

と。

a 事業実施年度の翌年度の第1四

半期を目途に、助成金を支給した団

体から提出された事業開始時及び

事業終了時のアンケート調査票か

ら、

・医療業以外の業種の団体につ

いては①又は②のいずれかに
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てすべての構成事業場に対して、自主

点検を実施すること。

ただし、翌年度内の実施が困難な場

合には、事業実施年度の翌々年度に実

焔して差し支えないこと。

自主点検の対象事業主は、事業実施

承認の申請の際の添付書類である団

体の構成員名簿や、アンケート調査票

により把握すること。

自主点検の結果、事業終了時より年

次有給休日慢の取得率が低下している

等、労働時間等の設定改善に向けた取

組が低調なことを確認した場合は、当

該事業場に架電等により、現状を理解

させた上で、ワークショップ及びコン

サノレティングの手法を説明し、いずれ

かの手法を利用するよう働きかける

こと。

コンサノレティングを希望する場合

には、必ずコンサルティングを実施す

ること。



該当する構成事業主

① 事業終了時の年次有給休

暇の取得率又は取得日数

が、事業開始時より低下し

たもの

② 事業終了時の労働者1人

当たりの月間所定外労働時

間数が、事業開始時より増

加したもの

医療業の団体については、団

体が選択した成果目標の実績

を把握し、事業開始前より取組

が後退した構成事業主

を把握し、当該構成事業主におけ

る労働時間等の設定の改善に向

けた問題点について、必要に応じ

て団体から教組の状況を確認し、

分析を行った上で、当該構成事業

主が間短点の解決に向け継続的

に取り組めるように、当該構成事 4

業主に対し団体による助言・指

導、情報の提供その他の援助を行

うよう、団体に対して働きかける

とと。

b 事業実施年度の翌年度の第4四

半期を目途に、思l添5r労働時間等
設定改善推進助成金支給団体の構

成事業場に対する自主点検表J(医

療業に属する団体の場合は別添6

「労働時間等設定改善推進助成金

支給団体の構成事業場に対する自

主点検表(医療業用)J )を用いて

すべての構成事業場に対して、自主

点検を実錨すること。

ただし、翌年度内の実織が閤難な

場合には、事業実施年度の翌々年度

に実施して差し支えないこと。

自主点検の対象事業主は、事業実

21 



施承認の申誇の際の添付書類であ

る団体の構成員名簿や、アンケート

調査票により把握するとと。

自主点検の結果、事業終了時より

年次有給休暇の取得率が低下して

いる等、労働時間等の設定改善に向

けた取組が低調なことを確認した

場合は、当該事業場に架電等によ

り、現状を理解させた上で、ヲー夕

、ンョップ及びコンサノレティングの

手法を説明し、いずれかの手法を利

用するよう働きかけること。

コンサJレディングを希望する場

合には、必ずコンサノレティングを実

施すること。

イ 改善助成金

(7)及び(イ)の区分に留意の上、第3四

半期までを目途に、コンサノレティングを

実施すること。

σ) 平成24年度までに改善助成金に
係る計画を認定した事業主

a 、b及びcの区分に応じ、別添

7 r職場意識改善助成金支給企業に

関する調査票(平成24年度までに

計画認定した事業場用)Jにより、

現状を把握し、労働時間等の設定改

善が望まれる事項を確認した場合

は、必要な指導を行うこと。ただし、

事業終了後、コンサノレティングを実

施し、現状を把握するとともに、必

要な指導等を行っているものについ

ては、対象から除外して差し支えな

U 、こと。

a 事業実施期間中の事業主

平成24年度に改善助成金に係

る計調を認定したすべての事業主

に対して、事業の実施状況を確認

し、計画どおり取組が進んでいな
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イ 改善助成金

以下に留意の上、第3昭半期までを目

途に、コンサノレティングを実施するこ

と。

(7) 平成24年度までに改善助成金に

係る計画を認定した事業主

a 、b及びcの区分に応じ、目'J添

5 r職場意識改善助成金支給企業に

関する調査票(平成24年度までに

計画認定した事業場周)Jにより、

現状を把握し、労働時間等の設定改

善が望まれる事項を確認した場合

は、必要な指導を行うこと。ただし、

事業終了後、コンサノレテイングを実

施し、現状を把握するとともに、必

要な指導等を行っているものについ

ては、対象から除外して差し支えな

いこと。

a 事業実施期間中の事業主

平成24年度に改善助成金に係

る計画を認定したすべての事業主

に対して、事業の実施状況を確認

し、計画どおり取組が進んでいな



いことを把握した場合は、その原

因を確認し、着実に取組が行われ

るよう必要な指導を行うこと白

b 助成対象事業実施期間終了後1

年未満の事業主

③及び②のいずれかに該当する

場合は、上記イの(1)の調査察によ

り現状を把握し、労働時間等の設

定改善が望まれる事項を確認した

場合は、必要な指導を行うこと。

① 事業終了時の年次有給休暇の

取得率が、事業開始時より低下

したもの(当該事業主の計画を

認定した年度の職場意識改善助

成金支給要領(以下「支給要領」

という。)様式第10号 f職場

:意識改善助成金実町清果報告

書J (2年度目に改善助成金を

支給しなかった場合は同様式第

日号「職場意識改善助成金事業

実施状況報告書J)の2 (5) 

関係)

② 事業終了待の労働者1人当た

りの月間所定外労働時間数が、

事業開始時より増加したもの

(支給要領様式第10号「職場

意識改善助成金事業実施結果報

告書J (2年度目に改善助成金

を支給しなかった場合は闘機式

第9号「職場意識改善助成金事

業実施状況報告書J)の 2(6)

関係)

c 助成対象事業実施期間終了後1

年以上経過した事業主

改善助成金を支給したすべての

事業主に対して、事業廃止等の特

設の事情がない限り、ヨンサノレテ

イングを実施し、上記イの(1)の調
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いことを把握した場合は、その原

因を確認し、着実に取組が行われト

るよう必要な指導を行うこと。

b 助成対象事業実施期間終了後1

年未満の事業主

①及び②のいずれかに該当する

場合は、上記イの(1)の調査票によ

り現状を把握し、労働時間等の設

定改善が望まれる事項を確認した

場合は、必要な指導を行うこと。

①事業終了時の年次有給休暇の

取得率が、事業開始時より低下

したもの(当該事業主の計画を

認定した年度の職場意識改善助

成金支給要領(以下「支給要領J

J という。)様式第 10号「職場

意識改善助成金実施結果報告

書J (2年度目に改善助成金を

支給しなかった場合は同様式第

9号「職場意識改善助成金事業

実施状況報告書J)の2 (5) 

関係)

② 事業終了時の労働者l人当た

りの月間所定外労働時間数が、

事業開始時より増加したもの

(支給要領様式第四号「職場

意識改善助成金事業実施結果報

告書J (2年度目に改善助成金

を支給しなかった場合は同様式

第9号「職場意識改善助成金事

業実施状況報告書J)の2(6)

関係)

C 助成対象事業実施期間終了後 1

年以上経過した事業主

事業実施年度の翌々年度に、改

善助成金を支給したすべての事業

主に対して、事業廃止等の特設の

事情がない限り、 2ンサノレティン



査票により現状を把握し、 2年度

目事業終了時 (2年度目に改善助

成金を支給しなかった場合は1年

度目事業終了時)と比較して年次

有給休暇の取得率が低下している

等、労働時間等の設定改善に向け

た取組が低調なことを確認した場

合は、必要な指導を行うこと。

(イ) 平成25年度以降に承認申請した

事業主

a、b、eの区分に応じ、必要な指導

を行うこと、

a 事業実施期間中の事業主

平成25年度以降に助成金事業

実施承認申請があったすべての事

業主に対しては、承認申請年度に、

実施体制の整備のための措置及び

支給対象の事業を完了した際に提

出される「職場意識改善助成金事

業実施状況報告書J (支給要領様

式第9号)の内容により、あらか

じめ実施状況を把握した上で、ロ

ンサノレティングを実施し、確実に

成果目標を達成できるよう必要な

指導を行うこと。

b 助成対象事業実施期間終了後1

年未満の事業主

次の①、②のいずれかに該当す

る場合は、事業実施終了年度の翌

年度に、別添8r職場意識改善助

成金支給企業に関する調査票(平

成25年度以降に承認申請した事

業場用)Jにより現状を把握し、

労働時間等の設定改善が望まれ

る事項を確認した場合は、必要な

指導を行うこと。

① 事業終了時の労働者1人当た
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グを実施し、上記イの(7)の調査票

により現状を把握し、 2年度目事

業終了時 (2年度目に改善助成金

を支給しなかった場合は1年度固

事業終了時)と比較して年次有給

休暇の取得率が低下している等、

労働時間等の設定改善に向けた取

組が低調なことを確認した場合

は、必要な指導を行うとと@



りの年次有給休暇の年間取得日

数が、事業開始時より低下した

もの(様式第 11号「職場意識

改善助成金事業実施結果報告

書」の1 (1)関係)

② 事業終了時の労働者1人当た

りの月間所定外労働時間数が、

事業開始時より増加したもの

(様式第11号「職場意識改善

助成金事業実施結果報告書」の

1 (2)関係)

c 助成対象事業実施期間終了後1

年以上経過した事業主

改善助成金を支給したすべての

事業主に対して、事業廃止等の特

段の事情がない限り、よ記bの調

査票に基づき、コンサノレティング

を実施し、事業終了時と比較して、

労働者の年次有給休暇の年間取得

日数が減少している等、取組が低

下していることを確認した場合

は、必要な指導を行うこと。

(3) コンサ/レティングの申出のあった事業

場

コンサノレタントの申出(ワ}夕、ンョ yプ

後のアンケート等による申出を含む。)を

受理した場合、速やかに当該事業場に架電

の上、希望するコンサJレティングの内容を

把握するとともに、コンサノレティング実施

日時の調整を行うこと。

(4) 法令を遵守し、長時間労働の抑制等につ

いて改善意欲があるものとして、暑から情

報提供された事業場

長時間労働の抑制を図るため、事業場に

対し、改善のための課題を認識させたよ

で、課題を踏まえた取組方策を提案するな

ど、効果的なコンサノレティングを実施する
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(3) コンサノレティングの申出のあった事業

場

ロンサJレティングの申出(ワークショ y

プ後のアンケート等による申し出を含

む。)を受理した場合、速やかに当該事業

場に架電の上、希望するコンサノレティング

の内容を把握するとともに、コンサノレティ

ング実施日時の調整を行うこと。

(4) 法令を遵守し、長時間労働の抑制等につ

いて改善意欲があるものとして、暑から情

報提供された事業場

長時間労働の抑制を図るため、事業場に

対し、改善のための課題を認識された上

で、課題を踏まえた取組方策を提案するな

ど、効果的なコンサJレティングを実施する



こと e

また、コンサノレディングに当たっては、

あらかじめ事業場と実施時期等の調整を

行うこと。

なお、コンサノレティングの対応の結果に

ついては、事業場の承諾が得られた場合、

当該暑に対し、情報提供すること。

(5) 36協定において1か月当たり 80時間を

超える協定を締結していると暑より情報

提供された事業場(限度基準第5条第1

号、第2号又は第4号による適用除外にな

っている事業は除く。)

平成 18年3月 17日付け基発第

0317008号「過重労働による健康障害防止

のための総合対策J)3IJ紙1の3の(3)に掲げ

る措置を的確に講ずるため、引き続き、局

暑の連携により、的確な対象選定を行い、

自主点検、ワ]クショップ、コンサノレティ

ング等の手法を講ずること。

なお、自主点検を実施する場合には、別

添4r労働時間等設定改善自主点検表」を

活用すおこと。

2 ワ}クショップ実施事業場に対するプ太ロ

ーアップについて

ワークショップ実施事業場に対するフォロ

ーアyプは、ワ}クショップ実施の翌年度に

実施すること。ただし、労働時間等に係る制

度の改善等に要する期間等を考慮し、ワ}タ

ショップ実施日から6か月以上の期間を確保

すること。ワークショップを実施した全事業

場に対して実施する自主点検については、別

添4r労働時間等設定改善自主点検表jを用

いること。

自主点検を行った場合、別添3 r対象事業

場管理表Jを活用し、状況を記録するなどし

て、進捗状況を管理することD

3 ::Iンサノレタント活動に関する行政効果の把
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こと。

また、コンサルテイングに当たっては、

あらかじめ事業場と実施時期等の調整を

行うこと。

なお、=ンサノレティングの対応の結果に

ついては、事業場の承諾が得られた場合、

当該署It対し、情報提供すること。

(5) 36協定において 1か月当たり 80時間を

超える協定を締結していると署より情報

提供された事業場(限度基準第5条第1

号、第2号又は第41すによる適用除外にな

っている事業は除く。)

平成 18年3月17日付け基発第

0317008号「過重労働による健康障害防止

のための総合対策j別紙1の3の(3)に掲げ

る措置を的確に講ずるため、引き続き、局

箸の連携により、的確な対象選定を行い、

自主点検、ワークショップ、コンサノレティ

ング等の手法を講ずること。

なお、自主点検を実施する場合には、別

添2r労働時間等設定改善良主点検表」を

活用すること。

2 ワ}夕、ンヨツプ実施事業場に対するフォロ

ーアップについて

ワークショップ実施事業場に対するフォロ

ーアップは、ワークシヨ yプ実施の翌年度に

実施すること a ただし、労働時間等に係る制

度の改善等に要する期間等を考慮し、ワーク

ショ yプ実施日から6か月以上の期間を確保

すること。ワークショ yプを実施した金事業

場に対して実施する自主点検については、 ~IJ

添2 r労働時間等設定改善自主点検表Jを用

いること。

自主点検を行った場合、別添1 r対象事業

場管理表j を活用し、状況を記録するなどし

て、進捗状況を管理すること。

3 ::Iンサルタント活動に関する行政効果の抱



握について

周選定業種の事業場について、コンサノレテ

イングを行い、一定期間経過後(概ね1年(目

途))、再度コンサルテイング又は自主点検

を行い、行政効果の把握に努めること。

また、把握した結果については、次年度以

降の局選定業種を検討する際の基礎資料とし

て活用すること。

第日 中長期的な見通しをもった対応(業務通達

言Eの第5関係)

(1) 年間計画は、原則、前年度中に策定すると

と。また、対象事業場数が膨大に及び単年度

での実施が困難な場合は、必要に応じ、中長

期的な見通しをもった計画についても策定す

ること。なお、当該計画を策定する場合も、

原虫IJ、前年度中に策定すること。

(2) 平成25年度の年間計画は、 4月中に策定

し、 5月から当該計画lこ基づき取り組むこと。

また、平成25年度を初年度とする中長期計

画を策定する場合は、 4月中に策定し、 5月

から当該計画に2毒づき取り組むことロその際

の留意事項は従前のとおりとすること。

第7 関係、行政機関等との連携{業務通達第6(2) 

関係)

都道府県、市町村、関係行政機関、 NPO

を含む地域団体等が行うワーク・ライフ・バ

ランスに関する取組について、随時情報収集

を行い、これら関係行政機関等との連携・協

働に努めること。

なお、連携・協働については、以下に掲げ

る方法が考えられる。

① 関係行政機関等との合同による個別訪問

② 関係行政機闘が主催する説明会等の場を

活用した集団指導

③ ヲ}ク・ライフ・パランスに関して地域

団体が行うイベント等への参画やブースの

握について

局選定業種の事業場について、コンサルテ

イングを行い、一定期間経過後(概ね1年(目

途))、再度コンサノレテインタ又は自主点検

を行い、行政効果の把握に努めること。

また、把握した結果につドては、次年度以

降の局選定業種を検討する際の基礎資料とし

て活用するとと。

第3 中長期的な見通しをもった対応(業務通達

記の第4関係)

(1) 年間言十商は、原則、前年度中に策定すると

じまた、対象事業場数が膨大に及び単年度

での実施が困難な場合は、必要に応じ、中長

期的な見通しをもった計画についても策定す

ること巴なお、当該計画を策定する場合も、

原則、前年度中に策定するとと。

(2) 平成25年度の年間計画は、 4月中に策定

し、 6月から当該計画に基づき取り組むこと。

また、平成25年度を初伴度とする中長期計

画を策定する場合は‘ 4月中に策定し、 5月

から当該計画に基づき取り組むこと包その際

の留意事項は従前のとおりとすること。

第4 関係行政機関等との連携(業務通達第5関

係)

都道府県、市町村、関係行政機関、 NPO

を含む地域団体等が行うワーク・ライフ・バ

ランスに関する取組について、随時情報収集

を行い、とれら関係行政機関等との連携・協

働に努めること匂

なお、連携・協働については、以下に掲げ

る方法が考えられる。

① 関係行政機関等との合聞による個別訪問

② 関係行政機関が主催する説明会等の場を

活用した集団指導

③ ヲ}ク・ライフ・バランスに関して地域

団体が行うイベント等への参画やプ」スの
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出展

第8 その他(業務通達第7関係)

1 コンサノレタントによる好事例の収集とその

活用

コンサノレティングやワークショップ等の機

会を通じ、年次有給休暇の取得促進(特に、

計函的付与制度を活用したもの)、長時間労

働の抑制等の好事例及び地域において休日の

普及に取り組んでいる情報等を積極的に収集

し、今後のコンサノレティングやワークショッ

プの機会に活用すること。

2 本省への報告について

(1) 好事例の報告

業務通達の記の第7によるもののほか、

局の取組による効果を把握している事例の

うち、例えば、次のような事例について、

その概要を取りまとめ、本省労働条件政策

課に報告すること。本省において、報告を

受けた取組事例については、随時、各局に

情報提供するE

ア コンサノレティングを希望する事業揚が

増えた取組事例

イ 助成金を支給した事業場又は=ンサノレ

ティングを行った事業場における長時間

労働の削減及び年次有給休椴の取得促進

の好事例

(2) 働き方・休み方改善協議会J (仮称)

に係る情報の報告

年次有給休暇の取得促進に関して、地方

自治体や地場企業などを巻き込んで、地域

ぐるみで年次有給休暇の取得促進に取り組

んでいる事例を招握した場合は、随時本省

労働条件政策課へ報告すること。

3 ::tンサノレタント制度の周知

コンサノレタント制度の利用拡大のため、以

下に掲げる方法を参考に、積極的かっ効果的

に周知活動に取り組むこと。
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出展

第5 その他(業務通達第6関係)

1 コンサルタントによる好事例の収集とその

情用

コンサノレティングやヲ}クショ yプ等の機

会を通じ、年次有給休暇の取得促進(特に、

計図的付与制度を活用したもの)、長時間労

働の抑制等の好事例及び地域において休日の

普及に取り組んでいる情報等を積極的に収集

し、今後のコンサノレティングやワークショッ

プの機会に活用すること。

2 本省への報告について

(1) 好事例の報告

業務通達の記の第自によるもののほか、

局の取組による効果を把握している事例の

うち、例えば、次のような事例について、

その概要を取りまとめ、本省労働条件政策

課に報告すること。本省、において、報告を

受けた取組事例については、随時、各局に

情報提供するa

ア コンサノレテイングを希望する事業場が

増えた取組事例

イ 助成金を支給した事業場又はコンサJレ

テイ!ングを行った事業場における長時間

労働の削減及び年次有給休暇の取得促進

の好事例

(2) r働き方・休み方改善協議会J (仮称)

に係る情報の報告

年次有給休暇の取得促進に関して、地方

自治体や地場企業などを巻き込んで、地域

ぐるみで年次有給休暇の取得促進に取り組

んでいる事例を把握した場合は、随時木省

労働条件政策課へ報告すること。

3 コンサルタント制度の周知

コンサルタント制度の利用拡大のため、以

下に掲げる方法を参考に、積極的かっ効果的

に周知活動に取り組むこと。



(1) 局ホームベージを活用した周知

(2) 局署における集団指導等の機会をとら

えた周知

(3) 助成金と併せt;:frj用勧奨

(4) 自治体や関係団体等が発行する広報誌

等を活用した周知

(5) 事業主団体、元請会社、親会社等を通じ

た関係事業場に対する利用勧奨

4 上記1及び2による好事例及び地域におけ

る労働時間等の設定の改善に関する情報の収

集については、とのための特段の調査・確認

等を求めるのではなく、通常業務の中の事業

場の帳簿等の点検・確認や事業主からの聴取

等を行う過程において把援すれば足りるもの

であること。

改正平成 25年5月 15日一部改正。
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(1) 局ホームページを活用した周知

(2) 局署における集団指導等の機会をとら

えた周知

(3) 助成金と併せた利用勧奨

仏) 自治体や関係団体等が発行する広報誌

等を活用した周知

(5) 事業主団体、元議会社、親会社等を通じ

た関係、事業場に対する利用勧奨

4 上記1及び2による好事例及び地域におけ

る労働時間等の設定の改善に関する情報の収

集については、このための特段の調査・確認

等を求めるのではなく、通常業務の中の事業

場の帳簿等の点検・確認や事業主からの聴取

等を行う過程において把握すれば足りるもの

であること。



~II添 1

事業場の名称 事業の種規

〒 代表者職氏名
所在地

回答者職氏名 (Ta ) 

労働者数 事業場針 人(男 人 女 人} 企業全体 肘 人

空問周の名称 記入年月日 平成 年 月 日

函計普改定設等間時働労

到時間

{労働時間等量定故警の現状) (注)労働時間制度が異なる塙告にi宮、最も適用労働者数が書いもの豊富E入して〈ださい.

島なたの事業唱でl弘貌謀、 1週の所定労働時聞は何時間ですか.

なお、変形労働時間制を採用している場合には寵形期捌の週平均所定労働時捌豊富E入して〈ださい.

{注)li:l$期聞の量平均所定労働時間=変移期間田所定労働時間x 一一一一一エ一一一一
車修期聞の腰毘融

E あなたの事業構の現在の週休休回l立、どのようになっていますか。

ア週休1日制 ・ イ週休1目半餌 ウ週休z日制 z その他
なお、ウと回答された場合( a 4遭5休 b 4週8体 。 4週7休 d 4週8体以上〉

(注 rその他J1:立、受骨制勤務等によって休日が週を単位として定められていない場合等が融当します.

1 

到s 畠なたの輔摘の本年{度)の年間休日目敏l主、何日ですか
(注]年間休日呂敷とI宜、 「週休日』及び『週休日以外的休日J(国民の祝日、年末年始、夏季等の休日)の合計日教をいいます.

島なたの事業場由昨年8月から今年 1月末書で{以下 F算定期間Jといいます.)における、労働者の年次有給体積回
年間平均取得目肢はどの〈色川すか. (別紙 r年休取得日数の州方法J参照 剖

E あなたの事業帽におIする労働者の月間平均所定外野働時糊1;1:何時間ですか.

(~n紙「所定外労働時聞の肘算万法』参照)

4 

時間

6 過労働時間が60時聞を越える労働者の有無(昨年度における状混について記入して〈ださい.) 

7 無 イ有

7 あなたの事業場で1;1:、実施体制め聾備(労働時間等股定改善曇員会等の労使協属機関の陵慨等)1立行われていますか。

ア行っている イ ー郁、行われていない(行われていない措置は何ですか)) ウ行っていない

5 

8 晶なたの事業舗で1;1:、労働者時抱える多様な事情Eぴ業務白梅織に対応した労働時間等の殻定を行っていますか.

① 1箇月単位の変形労働時刑制 7 導入している イ 導入を考えている ウ導入は考えていむい

② 1年単位の喪形労働時間制 7 導入している イ導入を考えている ウ導λ1;1:考えていない

@ 1週間単位申非定型的変形労働勝間制 7 導入している イ 導λを考えている ウ導入1;1:考えていない

@フレツ'1A事イム制 7 導入している イ導入を宥えている ウ導λは考えていない
⑤尊門業務型灘量労働制 7 導入している イ導入世帯えている ウ導入は考えてい主い

⑥企薗集務型裁量労働制 7 導入している イ導入を考えている ウ導入1;1:考えていない

導λ1;1:者えていない

作成!ま帯えていない

行うことは帯えていない

実施1;1:考えτいない
設定1:1:考えていない
行うことは帯えてい草い

ウ 行う予定はない

導入1;1:考えτいない
活用1;1:考えていない
活用1;1:考えていない

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

9 島なたの事業婦でl宜、年次有給休暇を取得しやすい環境由整備を行っていますかa
①針画的付与制度の樽入 7' .入している イ導入を考えている

②年次有給休暇台帳の作成 ア作成している イ作成を考えている

@その他 ア行っている イ行うことを考えている

10 あなたの事業帽で1;1:，所定外労働A'l績のため田整備を行っていますか。

①ノー獲集ヂーの実施 7 実施している イ実施を考えている

②限度時聞の設定 7 lIt定している イ量定者考えている

③ その他)7 仔っている イ行うことを考えている

11 あなたの事業構で1;1:，労働時聞の笹理の適正化苦行ってい曹すか{具体的な措置肉容)。

7 行っている(内容 ) イ 行う予定がある(内容

12 畠立たの事業場でl立、ワ-'1シェ7リンゲ、在宅勤務、テレワ-'1婚の活用を行っていますか.
①ワーヲシzアリング ア導入している イ導λを考えている ウ

@在宅勤務制度 ア活用Lている イ活用を考えている ウ

@チレワーウ 7 活用している イ活用を考えている ウ

講じる予定はない

講じる予定lまない

講じる予定はない

講じる予定はない

講じる予定はない

講じる予定iまない

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

イ 講じる予定でいる

イ 講じる予定でいる

イ講じる予定でいる

イ 講じる予定でいる

イ 講じる予定でいる

イ 講じる予定でいる

13 あなたの事業構で除、次の労働者について何らかの錆置を講じてい宮すか.
①特に健康の保持に努める必要が晶ると認められる労働者

7 講じている

ア講じτいる
7 講じている

7 論じている

7 講じている

7 講じている

干の華宵又1;1:書官旗印介穫を行う労働者

経嬉中且ぴ出穫後の女性労働者

単身赴任者

自発的な職業能力開発を阻晶労働者

地場活動等を行う労働者

②

③

④

⑤

⑥

 

14 鋤成金田受給の有無(昨年度における状況について混入して〈ださい。)

7 鱗 イ 有{雇用問聾助成金又l立中小企業緊急雇用安定助成金)

ウ 有(イ以外の助成金) (助成金の名称



別添1 (裏)

(労働時間等設定改善計画)

1 労働時間等の設定の改善に取り絡みたい事項(取り組みたい事項を (71ま現在、麓備が行われていない場合l二i孟必須とし、
イからカの中から必ず最低1つi主選択して〈ださい.)をOで囲んで〈ださい.) 

ア 実施体制の聾備(労働時間等骸定改善委員会等の労使協融機関の陵置等)

一イ 労働者の抱える書様な事情及び蝶務のJlII織に対応した労働時間等の限定

① 1箇月単位の変形労働時間酬の導入

② 1年単位の変形労働時間耐lの噂入

③ 1週間単位の非定型的変形労働時間申lの導入

④ フレツヴス告イム制の導入

⑤ 専門業務型裁量労働制の導入

⑥企画蝶務裂..労働制の導入

ウ 年ll:有給休暇を取得しやすい環境の聾備

①計画的付与制度の導入

② 年次有給休暇台帳の作成

③ その他{

工所定外労働削減

① ノー残業デーの実施

②限度時聞の股定

③ その他{

才労働時摘の管理の適正化の聾備

カ ワーウシェ7りング、在宅勤務、宇レワ-'}等の活用

① ワーヲシェアリングの導入

②在宅勤務制度の活用

③テレワ-'}の活用

キ次の蝉働者について何らかの措置を講じた

①特に値康の保持に努める必要があると認められる労働者

② 子の養育又は家族の介磁を行う労働者

③ 妊娠中及び出産後の女性労働者

⑨ 単身赴任者

⑤ 自発的な職業能力開発を図る労働者

⑥地場活動等を行う労働者

(労働時間等の殴定の改善についてのご意見等)

1 あなたの事業場が今後、労働時間等の飯定の改普を行う場合、問題点はどこにあると思い害すか。

Z その他、労働時間等の殴定の改善についてのご意見があり曹したらご記入〈ださい.

s委託している社会保障労務士の有無(ア有 イ無)



別添

ll<.場申告称 事業由種類

マー 仕表者職民名
所在地

回害者瞳氏名 <T. 

措置者撤 事業場計 人(掴 人 女 人} 詩人全体(寵} 計 人

所属団体由名称 記入年月田平成 年 月 回

操業)(医商Z十善改定設等間時働労

[生}公益華人、医瞳量人等、法人単位で由労輔者数を飽λLτ〈ださい.
【費園時間等設定改善の現状1
(注1)労動時間制度部異#晶場合にI立、畳も撞用労価書散がJいものを担入して〈ださい.
{主主 2)次申 5から 9富でについτI主、畠なたの所属団体が選択した虞黒目標I~臆するも由を量択して田署してください，

分l時間

晶なた田事草場で[~.現在、 1 避の所定骨園時削除何時間ですか.

なお、葺形労働時間制を媒周Lτいる場合には置制期聞の量平均所定労働時聞を記λLτ点ださい.
(珪)置帯期間町週平均所宜野働時期=査部期間四所定労働時間x 一一」

II形鋼聞の暦回数
2 晶なたの事量塙由現在の遺体休日は、 E田ようになってUますか.
ア週休1日制 イ遺体1田学制 ウ週体Z日制 Z その他

なお、ウk回筈された場合( . 4週5休 b 4週e休 c 4週7体 d 4週8体以上)

(走 rそ由他JJ主、支署制動晴等によって休日が週を単位として定められてい草い場合等が議当します.

1 

回a あなた田事草場町本年(庫}の年間何回数l章、聞ですか旬 l 
(注)年間体日a散とlま、 『理体同」且ぴ『週体回以外由体日J(国民の祝日、年来年始、夏季等由体目}由合計目散をいいます.
4 あなた師事薫場では、聞怪者によ晶括合Uの埴{労働時間等t量産改膏彊員会、労世由定期協識曲、労使懇霞室等)1孟設置され
ていますか.

ア設置古れている 詮置古れていない

高なた血事車場において膏動体酬がとられている場合、昨益事8月から今年1月末をまで{以下『草定期間j といい容す.) 

におけ晶労'齢者τ人当tりの1か月聞の平均在勤匝敏1:1:.何回ですか司
(別紙「医療業の間体冊成果目標に関する計車方法」参照)

イ

5 

困
亙

jB 

時間晶なた師事車場における労働者t人当たり由月間平時輯措'臨時間It、何時間ですか.

($'1紙 rll!曙柴田団体由成果目標1=関する計算方岩」参照}
e 

時間7 島なた由事撃場における連続労働時聞が量も長い医師;lI.1ま看護師の連続労蝿時間1;1;.何時間ですか園

{別紙「軍需車由団体叩成串目標に闘する計揮方法J参照]

島なたの事章場における労働者有人当た砂の月間平陶所定外骨働時間肱

伺時間ですか. (別紙「所定外卦幽時間町計算方法』参照}

10 週骨働時間が60時間を越え晶労働者の有無(昨年度における輯況について飽入してくださ1¥..) 

ア離 イ有

11 畠主た申司区書場で1;1:.世園者の担える多様な事情宜ぴ業務叩鵬様!こ対応l..t:労軸時間等由設定奇行っていますか.
① 1箇月単位由貴静労働時間制 7 .事λしている イ 導入を考えている ウ場入1;1;'考えていない

<il 1年単位の喪務労骨時間制 ア噂λしている イ噂入を考えている ウ噂入は考えてい主い

@ 1週間単位の非定型的葺形労働時間制 ア噂入している イ曙入量考えている ウ噂入は考えていない

到

さd時間

畠なたの司廃車場における労働者1人当たりの年次有給休慣の年間平均取骨毘敵ほどの〈らいですか.

(別紙「年体融骨回数の計算方法』参照〉

8 

9 

導入It考えていない

作成は考えτいない
行うととは考えていない

ウ

ウ

ウ

12 晶なたの事車場では、年次有給休暇を取得しやすい環壇由自耳慣を骨っていますか.

①計画的付与制度の噂入 ア事入している イ導入を考えている

@年次有給休眠台帳の作成 ア作成している イ作成を考えている

③その他 ア行っている イ行うことを脅えている

実施lま考えていない

設定は考えていない

行うことは考えτいない

ウ

ウ

ウ

13 あ立た曲家車場では、所定外労蝿削減のための聾惜奇行っていますか.

①ノ一議聾デーの実施 ア実施している イ実施を考えてい晶

@限度時間の設定 ア設定している イ設定圭考えてい晶

@そ由他 ア行っている イ行うことを考えている

14 畠なたの寧車場では、労働時岡田曹理由適正弛を行っていますか(具体的な措置向容). 

ア行っている{向容 ) イ 行う予定部品晶〔向容 行う予定はない

噂λ1孟考えていない
活用は考えていない

活用は考えていない

ウ

15 あなたの事草場で1:1:.ワークシェアリン夕、在宅勤務、テレワーク等師活用を行っていますか.
①ワークシェア')ンず ア導入している イ導入壷考えている ウ

@在宅勤務制度 7 活用Lている イ活用を考えている ウ

@テレワーク ア活用している イ活用を考えている ウ

講じる予定はない

講じる予定はない

醜じる予定はない

論じる予定は匙い

講じる予定はない

講じ晶予定はない

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

講じる予定でいる

揖巴る予定でいる

糟巴る予定でいる

講じる予定でいる

講じる予定でいる

講じる予定でいる

16 あ立た由事業場で位、次回聾働者について何らかの措置を鵠じていますか.

⑦特に哩車由保持に努時晶串葺が晶ると毘められる労植者

ア購じている

ア購じている

ア閉じている

ア講じτいる
ア購巳ている

ア蹄じτいる

d
1
J
1
J
η
a
J
n
I
J
1
J
n
1
 

手目養育;lI.1:1:軍族四骨量在行う労働者

挺橿中及び出産笹田女性骨働者

単身赴在者

自発的な職業能カ開発を図る労働者

地輔活動帯壷行う労働者

@
@
@
@
@
 17助成金町受給の有鼎{昨年度に描ける状現について記入して〈ださい圃)
ア離 イ 有(雇用調聾助成金主l孟中小企書繁畠置用安定助成金}

ウ 有【イ以外の助成金) (助成金の名称



llll添1(裏)

(労働時間等設定改善計薗)

1 労働時間等の叡定の改普に取り組みたい事項について、アの①(必須)のほかあなたの所属団体が
選択した成果目標に関するものをイからキの中から選択してOで囲んで〈ださい。

ア実施体制の整備

① 関係者による話合いの場(労働時間等霞定改善委員会等)の設置

イ 労働者の抱える多様な事情及ぴ業務の態様に対応した労働時間等の般定

① 送車陸般の削誠

②夜勤隠散の削減

③ 1か月の総労働時間の削減

④ Tか月の最長労働時聞の低減

⑤ 1箇月単位の変形労働時間制の導入

⑥ 1年単位の変形労働時間制の導入

⑦ 1温聞単位の非定型的変形労働時間制の導λ

ウ 年次有給休暇を取得しやすい環境の整備

①計画的付与制度の事入

② 年次有給休暇台恨の作成

③ その他{

工所定外労働商IJlll

① ノー残業デーの実施

② 限度時間の霞定

④ その他(

オ労働時間の管理の適正化の整備

カ ワーヲシェアリング、在宅勤務、手レワーウ等の活照

① ワーヲシェアリングの導入

② 在宅勤務制度の活用

③ 子レワーヴの活用

キ 次の労働者位ついて何品かの措置を購じた

①特に健康の保持に努める必要があると認められる労働者

②子の餐宵又1;1:稼族の介鹿を行う労働者

③妊娠中及び出産後の女性労働者

④ 単身量生任者

⑤ 自発的な職業能力開発を悶る労働者

⑥地域活動等を行う労働者

{労働時間等の観定の改善についてのご意見等)

1 あなたの事推場が今後、労働時間婚の甑定の改善を行う場合、問題点はど己にあると思いますか.

2 その他、労働時間等の盤定の改善についてのご意見がありましたらご記入ください。

3 委託している社会保険労務士の有無(7 有 イ無)



別濡E

労働時間等霞定改善実施結果報告

事象的祖頬 l 

聞笹者職氏名 (Ta 

事聾梅田名称

代産者職民名

所属集回申告称 混入年月E 平成 年 月 日

労働時間等骨盤定田改善の現状 {注)労働時間制度が異なる場合にI宜、最も適用労働者散が書いも聞を担λして〈ださい.

① 1週由所定労働時間晦{置形労働時間制を標用している場合には置形鋼冊目週平埼所定労働時間}

過去1年(度)I 時間 分| 前々年{鹿)I 時間 分|

{注)変形期聞の週平均所定労働時間=車費延期聞の所定労働時冊 X 一一一一」工

②年間休日散 過去1年(度) 週休日数| 目I-+週休以外田休日| 日|

計i 目|

前々年{庫) 週体目散| 田| 十週休以外田体田! 日|

計|日|

③年次有給休眼目年間平均取縛回数 事業終了時(諜)I 日| 事量開始碕(後) I 日|

(労働者1人当たり.繰越日教を宮む.別紙「年体取得回数加計算方法J.照}
(諜)昨年8月から今年1月事で (滋)ー昨年8月から昨年11'1まで

@所定外卦働時間四削減 家来終了時| 時間 分l 事蟻開始時 | 時間 分|

(労働者t人当たりの問問平均所定外労働時間娘。別紙 r所定持労働時閣の針算方法』参照}

⑤週労働時聞が岡崎聞を超え晶労働者町有無[本年度における状混について毘λして〈ださい.) 
ア無 イ有

Z 労働時間帯由I!l:定申故普白取組結畢{取組を行った項目をOで閤んで〈ださい.) 

ア 実施体制的盤情{労働時間帯股定政普震皿金帯四労使協臓機関白般置椿) (措置内容

イ 労働者由抱える事維な事情且ぴ車務骨盤織に対応した労働時間等由骸定

① 1箇月単位白夜君事労働時畑制叩樽入

② 1年単位曲変形労働時間制由噂入

③ 1週間単位由非定型的賓形労働時間制の導入

@ フレッ?スタイム制即噂入

⑤専門業務梨裁量労働制白樺入

@ 企画業務直裁量労働側由噂入

ウ 年次有給休眠寄取骨しやすい環噴泊整備

① 計画的付与制度的導入

@ 年次有給休暇台帳の作成

@その他{

エ所定持労働削誠

① ノー残機ヂーの実施

②限度時聞の般定

@その弛(

オ労働時岡田智理叩適正fむの盤備(措置肉容

カ ワ-?~ぞ:%.7リシザ、在宅勤務‘テレワーウ等由活用

①、ヮーウシヱアリンゲ申導入

@在宅勤務制度の活用

③ テレワー空白活用

キ次由労働者について何らかの措置を講じた

① 特に僅康田保持に膏める必要が畠ると餌められる労働者{措置肉容

@干由養育又は車族の介瞳を行ラ労働者(措置内容

③蛙娠中且ぴ出産維の女性労働者 1措置内容
@単身赴任者{措置肉容

⑤ 自錆的な職曜能泊開量豊田る労働者(措置肉容

⑥ 地域活動等在行う労働者(措置肉容

3 助成金田受給田有無(本年度におけ晶状況について思入して〈ださい。}

ア無 イ有〈雇用問聾助成童文は中小企畢緊急組用安定助成企}

ウ 有{イ以持田助成金) (助成金田名称

裏面へ続く



別様2 (裏)

4 労働時間等の限定の改普を図るよでの問題点等を把入して〈ださい.



別添2

労働時間等股定改善実施結果報告 (医療業)

事曜の種規事草場の唱神

代表者職民41

所圃聞体師事軍事

図書者輔且缶 (Ta 

E入年月E 平成 年 月 岡

1 曹働時間等の世Eの改善の耳障峨
{諮り労働時間制度が興なる場合には、最も量用掛軸者散が書いものをIi!λして〈把さい.
{桧2)次の 1@から@までについては、あなたの所属国体部週摂した成畢圃帽に闘するものを畳釈して田署して〈世さい.

① 1姐時所定措軸時間等(童形骨働時間制寄揖用している場合にほ量移期聞の週平均所定労組時間)

過去1年{置)I 時間 骨i 瞬々年(11) 鴻間 分|

{躍}膏形撤聞の週平均所定骨園時間=聾鯵期聞の断定労働時間x 一一-..:L....一一

@ 年間体自動 理体回世[

遇制融[

自

軒

目

計

体

休
の

の

外

外
以

且

体

体
坦

坦
+

+

 

司

財

閥

同

通告1lI' (度}

前々 年{鹿〉

@関幡者による臣官いの珊の世置の宥無 有 ・ 無

@ あ事たの事章構において喪動体制酎取られている場合‘骨働者1人当たりの1か月聞の平均復働問融

{別輯 fll鎌S院の間体の/it畢目揮に聞する計算方撞J.闇)
..草終了時【端)I 守問| 事串聞始時{※) I 固i
{揖)昨年8月から今年1Jlまで (楽}一昨年8月から昨年 T月家で

⑤ 骨働者T人畠たりの1か月聞の平均輯骨勘時間融 t別紙 fll串曹団固体のnt操目欄に闘する計算方嵩』多照)
事車軸7111/ I 時間 舟| 事聾開始時 | 時間 分i

⑥ 連輯帯働時間が量も畢い匪陣)(1ま珊限師田量緯骨働時鋼(剖輯 r匝様車由団体の成畢E撫に欄する計揮方掻』多照)
事串轄7O1! I 時間 州 事車問抽時 | 時間 分l

⑦ 無古書輪休曜の年間平均取揖目監 事鼻緒了時 ! 日| 事草聞崎時 | 日|

t労働者1人当たり.繰越田散を宮む.JJJ紙『年体取冊目融由計算方法J.開}
@所定舛骨働時聞の削揖 事揖織7時| 時間 分i 事書開始時 | 時間 分|

〈骨骨者1人当たり由月間平均暗躍外骨量時間量生.別紙『所定外曹働時間町酔.方法』多聞〉

@ 置摺働時聞が60時耐を超える曹働者向有無{本年鹿における杭混について記入して〈だ書1.'") 
ア無 イ有

2 労幽時間絡の陸盟申政普の取組結果(取組壷持った項目をOで囲んで〈揺さい.) 

ア 骨働者の抱える多様な事情且ぴ象曽田陣暢lこ封障した惜鏑時間等の盤定

① τ臨月.. 悼の置軍参骨働時間制由噛λ

o 1l1'単位@車修骨惜時間輔の噂λ
@ 1週間単位の霧車型的宜形曹働時間制申噂λ

イ 年次省軸体暇を取揮しやすい理壇加盟圃

@ 掛圃酎付与倒産自尊，)..

@ 年決有給体曜台帳の作成

@ そ田抽{

ウ所定外曹幽削誠

① ノー田章デ』由奥他

@ 隈限時閣の陸軍

@ そ白地(

ヱ 労蝿時聞の曹理の適正il:の畳圃〈措置内容

オ ワークシzアリング.在宅勘曹、テレワ目0・の活用

① ワークシZアリングの噂入

@ 世宅動植倒産曲活用

@ テレワークの活用

1.l 次の労園者について何らかの措置を閉じた

① 特に檀庫の鼻持に野める晶!lが畠ると毘められる骨園者{措置向書

@ 子由聾宵Zは曹旗の骨院を行奇骨園者{措置内容

@ 鮭撮中lW出産量の女性貴闘宥(措置向容

@単身赴畠者(措置向車

⑤ 自量的な職準値:iJ欄揖在国る持園者(措量向車

@地増活動等在行う骨齢者(措置向容

sム助成金由量輸‘申掃の有無{本年度I二おける輯混について飽λしτ〈起きい.) 
ア輔 イ有{雇用回量助成量旦!立中小企車.1.雇用費量助属壷}

ウ有(イ以.~O)助成章) (助属企由4局幹

)

)

]

)
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別添2 (裏}

s 労働時間等の量量定の改善を図る上での問題点等を記入してください。
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対象事業場管理委

事案場

名事事 務在地(電話奮号) ""視
2闘目以降 l 助言寸醤導の
訪問自 1 内容

備考

z 

IQ 



労働時間等設定改善自主点検表 別添4
この自主点検[宜、使用者が事業場における労働時間等設定改善関係法令等の遵守状況を自ら点強し、その把握した問題点に応じ、自主的な改善を図るためのものです。
なお、点検の結果l主、 「働き方・休み方改善に関する自主点検表 I提出用】』にご記入ください。

時間外労働の削減や年次有給休暇の取得率の促進は、労使のいずれか一方だけ由旬R組んでもなかなか進むもの
ではありません。これらを進めるには何をすべきか労使で良〈話し合うことが必要です。こうした観点から、労
使一体となった委員会を設け、残業の削濡や年次有給休暇取得準向上1:::向けた目標の設置、具体策の検討及び実
路、実態把握などの取組を行い、労使が一体となって目標管理を行L¥主体性を持って取り組も体制を整構する
ことが望まれます。

[一…一一一一L畑時間等のl設定の改善を図るため由措置その他労働時間等の設定の改善に関する事項を調査審議し、事業主に対L:意見を|
述べる己とを回的とする全部の事業場を通じてー由又l主事業場ごとの委員会を設置する等労働時間等の設定の|
改善を効果的に実施するために必要な体制の整備に努めなければならない。(労働時間等由設定由改善に闘す|
る特別措置法第8条

[労働時……ゎ……ん唯一…す労働時間の適ー…)
使用者が講ずべき措置に関する基準(平成13年4月6日付け基発箆339号)を参考として、労働者の雪曲目ごと | 
由雄業・終業時刻を確認し'、記録するよう努めて〈ださい.
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(…………← そのためlに=口Iは立、企業トップによる社内への呼びかけ‘管理監督者による体隈取得の率先垂範、労働組合によ
る企業、組合への働きか叶等が行われることが必要です。
また、職場の上司や悶僚!こ気兼ねするζとな〈年次有給休暇を取得するためには職場で個人目i年次有給休暇
取得計画表白作成、年次有給体暇の完全取得を前提とした業務体制由整備、労使による取得状j見回チヱツウと
フォローアップ等の「年次有給休暇取得システム』を確立する己とが重要です.

新規採用者等、過去1年(年度〕に年次有給休暇が発生しなかった者は.②の (2) (3)の計算対象から除
いて<f=さい.
前年(年度〉に発生して当年(年度)に繰り越された年次有絵休暇は、②の (2)には算入しませんが、②
回{むには算入して〈ださい。
年次有給休暇取得事由計算方法lま右のとおりです。 r年次有給休暇取得率=② (3) 7② (2) "10日同』

[:i悼と生涯の調和雌…行動指針J 叩年7月四一制調和推進官民トップ会議決
定・平成22年61129日改定)1二よ叩、健康で豊かな生活のため由時間が確保できる社会の実現のため、年次有
給休眠殴得率を2020年(平成32.年)までに日本全体で70帖とすることが目標に掲げられておりますa

整備している

5 

把握していない

E 3 

行っている 行う予定で晶る 行う予定はない

l平均的な労働者| 日最も企部、労働者| 剛

②昨隼【昨年彦J1年間における年決有量悼圏について許草して下さい

t1)過去1年〈年度)以向に年究有給祢曹が発生した労働者数 a 

(2)年間延ベ付与日数〈繰韓日教を除(.)

(3)年間延ベ取得(消化]回数

(4)事業場の年衣有給休暇取得率



労働時間等設定改善自主点検結果表【提出用】

(作成草月日:平成 年 月 日)

事業場の名称、 事業の種類

I'Ji 在 地
代表者職氏名

電話 回答者職氏名

事業場計 人(男 人、女 人)

労働者数
{うちパートタイム労働者 入、派遣労働者 人)

企業全体 言十 人
うち労働者の年代 10~20代: 人、 30代; 人、

40代: 人、 50代: 人、 60代以よ: 人

本個票を行政目的以外!こ使用するととはありません.

* r労働者数Jj聞の人数は、パートタイム労働者、?用憧労働者を使用しτいる場合、その人数を内数とレて記入して下さい
crパートタイム労働者Jとは、通常の労働者より週所定労働時間数が短い方をいいます.) . 
自主点検衰の結果について、 E~掃の「働吉方・休み方改善自主点検表J の f点検の結果J 欄の該当番号在下表の「点検結

果j欄に、改善を予定している場合には改善予定B在 f改善の予定時期j欄にそれぞれ記入の上、報告して下さい.

なお、 g~添の f働き方・休み方改善自主点検表J 在提出していただく占嬰はありません.

点験結果 (1，2，41;:つ 点検結果か下記の醤
点 ヰ貴 I買 自 いては訟損する番号在Oで号の場合は、改善が 改善の予定時期

臨んでくだ吉い.) 必要です。

1 労使の話合いの機会の整備をして ① 1 z 3 (2、3の場合} 平成 年 月

いますか. ② 1 234 5 

2 労働時間を把握し管理していますか 1 2 3 位、 3の場合) 平成 年 月

3 労働時間数について
平均的な労働者

年 時間 分

※実態をありのままにご記入ください. 量ち長い労働者

(この欄にご記入いただいた労働時間数を 週- 時間 分

契機として、法違反に関する監醤指導在行 月・ 時間 分
うことはありまぜん。)

年: 時間 分

4 年次有給休暇の取得促進に向けて

の漂境整備を行っていますか.
1 2 3 (2、3の場合) 平成 年 月

5 年次有給休暇の取得率仏ついて % 

日

日

日

1 本自主点検に関す否改善方法1<::ついて、労働崎間管理・労務管理に専門的知識を有す否「働き方・休み方改善

コンサルタント」への相談が可能です(*希望された事業場に訪問して、無料で相談に応じます。). 

2 r労働時間等の設定の改善J(注)を含めた仕事と生活の調和の実現iこ向けた激組は、
・少子化の流れを変え、人口減少下でち多様な人材が仕事に就けるようlごし、社会を持続可能で確かなものと

す否ために必要な取組であるととちに、

・企業の活力や競争力の源泉であ否有能な人材の確保・育成・定着の可能性を高めるちのであり、経嘗者自ら

が主導して、職場風土改革のための意識改革等に努めるごとが重要です。 w働き方・休み方改善コシi;j-Jレタシ

ト』はこのような企業の取組の相談やアドバイスを行わせていただきますので、是非ご活用ください。

{以下の①~③のいずれ力可<::OE:Pをお願いたします.) 

『働き方・休み方改善コシザルタシト』への無料相談を

① 希望す否 ②予定が合えば考えたい ③希望しない

自主点検結果につきましては、この「自主点検結果表jのみをFAXまたは郵送にて以下へご返送ください.

FAX 00(00労働局監督謀あて}

郵送〒000-0000 00市OOIDJO丁目0-0 00労働局監督課あて

なお、ご不明な点がございましたら、お手数ですが

(電話 000-000-000 (担当 :00、00、00])までお問い合わせください。
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事業構の名称 事業の種類

〒 代表者職氏名
所在地

回答者職氏名 (Te. 

労 1働者数 事業場計 人(男 人 女 λ) 企業全体 昔十 人

所属集団の名称 記入年月田平成 年 月 日

車IJ添
労働時間等設定改善推進助成金受給団体の構成事業場に対する自主点検表(医療業以外)

全l時間

(労働時間等iIt定改善の現状) (注)労働時間制度が異なる場合には‘最も適用労働者数が多いものを記入して〈ださい。

あなたの事業場でl宜、現在、 1適の所定労働時聞は何時間ですか.

なお、変形労働時間制を探用している場合には変形期間の週平均所定労働時聞を肥入して〈だ古い.

(准)喪静期間の週平均所定労働時間=変形期間由所定労働時間× 一一一一--2
置形撤聞の雇臼11<

z あなたの事業場の現在の遺体休日は、どのようになっていますかE
ア週休1日制 イ遺体1日半制 ウ週休2日制 z その他
なお、ウと回答された場合( . 4週5休 b 4週B休 c 4週7休 d 4週B休以上)

(注 rその他』は、交替制勤務等によって休日が週を単位として定められていない場合等が該当します.

1 

国
(国民の祝日、年末年始、:J[撃等由休日)の合計回数をいいます.

3 あなたの事業場の本年{度)の年間休日回数I宜、何回ですか.

(注)年間体日回数とl立、 r遺体自J及び「週休E以外の休日J

到
到時間

あなたの事業墳の昨年8月から今年1月末書で(以下『算定期間』といいます.)における、労働者の年次有給休眠の

年間平均取得回数Iまどの〈ら附すか(~峨『年体取得日散の計算方法』師

制たの事業場にお同労働者の月間平均所定外労働時間1;1;何時間ですか

(別紙『所定外労働時聞の計算方法』参照)

4 

6 週労働時聞が即時聞を超える労働者の有無{昨年度における抹況について飽入して〈ださい.) 

ア無 イ有

7 晶なたの事業塙でI宜、実施体制的整備(労働時間等設定改著書員会等由労使協議機蝿のiIt置帯)1;1;行われていますか.

ア行っている イ ー旬、行われていない(行われていない措置は何ですか)) ウ行っていない

5 

8 あなたの事業場では、労働者四抱える書様な事情Eぴ業務の餓様に対応した労働時間亀撃の設定を行っていますか。
① 1箇月単位の変形労働時間制 7 導入している イ導入を考えている ウ導入1;1;帯えていない

② 1年単位の変形労働時部制 7 導入している イ 導入を考えている ウ導λlま考えていない
③ 1週間単位の非定型的変形労働時間制 7 樽入している イ 導入を考えている ウ準入iま考えていない

@フレッウス世イム剥 7 導入している イ導入を考えている ウ導入1;1;考えていない

⑤専門業務型担量労働制 7 導λしている イ導入を考えている ウ導入1;1;考えていない
⑥企間業務型量産量労働制 7 導入している イ導入を考えている ウ導入1;1;考えていない

導入1;1;考えていない
作成1;1;考えていない

行うことは考えていない

実施は考えていない

般定lま帯えていない

行うことは考えていない

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

9 晶なたの事業場で1;1;、年次有給休暇を取得しやすい環境田整備を行っていますか.

①計画的付与制度の導入 ア噂入している イ導入を考えている

②年次有給休蔵台帳の作成 ア作成している イ作成を考えている

③その他 ア行っている イ行うことを宥えている

1n あなたの事業場でl宜、所定外労鋤剛績のための襲備を行っていますか.

①ノー残業デーの実施 7 実施Lている イ実施を考えている

②限度時聞の設定 7 量定している イ 骸定を考えている

③その他 7 行っている イ行う己とを考えている

11 あなたの事業構で1立、労働時聞の官理由適正化を行っていますか(具体的な措置内容)。

7 行っている(内容 〕 イ 行う予定が晶る(内容 行う予定l;I;tJい

噂入1;1;考えていない

活用1;1;考えていない

活用lま考えていない

ウ

12 あなたの事業場では、ワークシェアリング、在宅勤務、テレワーウ等の活用を行っていますか.
①ワ-?シェアリング ア導入している イ導入を考えている ウ

②在宅勤務制度 7 活用している イ活用を考えている ウ

③子レワ-? 7 活用している イ活用を考えている ウ

講じる予定Iまない

講じる予定はない

講じる予定はない

講じる予定はない

講じる予定Iまない

摘じる予定lまない

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

講じる予定でいる

講じる予定でいる

講じる予定でいる

講じる予定でいる

講じる予定でいる

講じる予定でいる

.13 あなたの事業場では.次の労働者について何らかの指置を講じてい曹すか.

①特に健康の保持に努める必要が晶ると認められる労働者

7 識じている
ア揖じている

7 講じている
7 購じている

ア講じている

7 講じている

干の養育又は家族の介憧を行う労働者'

妊娠中及び出it後の女性労働者
単身赴任者

自発的な職業能力開発在国る労働者

地域活動等を行う労働者

14助成金の受給申有無(昨年度における状況について飽入して〈ださい。}
ア無 イ有(雇用捌彊助成金又lま中小企業緊急雇用安定助成金)

ウ 有(イ以外の助成金) (助成金の名称

イ

イ

イ

イ

イ

イ

②

③

④

⑤

⑥
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事草場申告称 事量の種頬

〒 骨量者職E唱
所在地

図書者雄氏名 (Ta 

労輯者数 事車場計 人{男 λ 女 人) 法人全体(擢} 計 人

所属固体由名称 記入年月日平成 年 月 日

別添
業}損{医

〆

労働時間等l.It定政蕃推進助成金受給団体の構成事業場に対する自主点検畿

(注}卦益法人、匪串法人毎年‘法人単量での労働者数量担入して〈ださい.

全l

I労骨時踊等設定改善時現状】
{主主1)労働時間制度が奥な晶塙合Iこl弘量も適用労冊者敏が多いものを記入Lて〈ださい.

{注2)次の5から9までについては、あ立たの所属国体が選択した障畢目標に関するものを選択して田署して〈ださい思

晶なた司事聾唱では、現在、 1週の所定労働時聞は伺時間ですか.

なお、車静労働時間剰を採用している場合には賓形期間回選平均所定労働時簡を記入して〈詰さい，

(注)量静期間回週平均所定費働時間z寵形期間由所定費働時開沢 一一一一ユ
表形繍聞の厘飼11<

2 あな士由司停車場の現在由週体体回世、どのようになってい古すか.

ア置体1悶矧j イ置休1日字削 ウ畳体2日制 ヱその他

な晶、ウと図書された塙脅( . 4置5体 b 4遇6体 c 4週ヲ休 d 4彊8休以上〉

{設宅由他J1立、宜骨制勤務等によって休日が置を単位として定められていない場合司与が該当します.

3 あなたの輔塙由本年俸}畔個体回数f止、何回ですか

(在1年間体日目散とIt. r遺体関』且ぴ「畳体日以外由体日J(自民由祝園、年末年始.夏季等田休日}町古計日教をいい家す.

4 あなた由事業場で位、潤保者による器官い町場(労働時間等設定政普垂員会、世世田定期協議会‘労樟懇談会等}は設置され
ていますか.

ア設置されている

副

時間

1 

畠なたの事業場においτ査動体制がkられτいる場昔、昨年8月から今年1月来まで{以下 f算定期間Jといいます.) 
における労働者1人当たり申1か月聞の平均夜勤回融It.何回ですか.

(~tl紙『医植草由団体由成果目標に割する計算方法J 参照〕

設置されていないイ

5 

国

亙時間

全l

あなたの事推埴における労園者1人当たりの月間平地輯労働時間位、何時間ですか。

(別紙『医療薬師間体の成果目標に関す晶計草方法」福島原)

6 

時間畠なた師事業唱における連続労園時間が量も葺M医師又は看護師由連続労働時間l宜、何時間ですか.

(EO紙『医療輩由団体的成果固標に闘する計揮方法J'"照〉

7 

~ 

:iD 

実施Iま考えていない

設定It考えていない

行うことは考えていない

導入出港えていない

作成は考えてい古い

行ラZとは考えていない

時間

あなたの事量増における労植者1人当たりの月間平均所定外労画時間lま

何時間ですか別紙『所定件費軸時期の計揮方法j多照)

10 遇措働時聞が回時間豊超える労働者町有無(昨年度における扶盟について記λして〈ださい.) 

ア畢 イ有

11 あなた田事書唱で1弘労園者の抱える多樺な司区惜及び草溝田陣樺1:対応した骨陣時間等の設置を特っていますか.
① 1箇月単位田宜軍基労骨時間制 ア導入している イ事λを考えている ウ事入l念場えていない

~1 年単位町車静労植時間制 ア噂入している イ導入を考えて川る ウ導入は考えていない

③ 1週間単位由非定型的責静労働時間制 ア導入している イ噂入を考えてドる ウ導入は考えτい立い

12 あなた由事業唱でl立、年次有給体暇を取帯しやすい理墳の瞳輔奇行ってUますか.

①計百的付与制度の事λ ア事入している イ導入を脅えている

②年次有給休暇台帳田作成 ア作成している イ作成を考えている

③そ町他 ア行っている イ行苦ことを考えている

13 あなた由事業埴でi弘所定外労蝿削減のため由聾噛を行っていますか.
①ノ-!聖書デ』由実l'i ア実施している イ 喪躍を考えている

②限度時聞の段定 ア設置している イ設置を考えτいる
③そ由他 ア行っている イ行うことを考えている

14 晶なたの事聾唱では‘措置時間の管理の適正憶を行っていますか(具体的な措置向車). 

ア行っている〈内容 ) イ 行う予定がある{向事

あなたの容量増における卦園者1人当たり由年度有給体暇即年間平均取樺目融Iまどの〈らいですか.

f別紙『年体取得目散の計事方法』参照)

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

8 

g 

行う予定はない

事;入It宥えてい事い
活用は考えていない

湾周1ま考えていない

ウ

15 畠なたの事業場でIt.ワークシェアリング、在宅勤輔、テレワ【タ帯田活用在行っていますか固
①ワークシコ巳アリン'f 7 導入している イ 導入を考えτいる ウ

②在宅勤務MJt ア活用している イ活用聾考えている ウ

③テレワーク ア活用している イ活用を考えている ウ

講じ晶予定!ま古い

講じる予定はない

講じる予定はない

講じる予定はない

講じる予定はない

講じる予定はない

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

ウ

イ 講じる予定でいる

イ 講じる予定でいる

イ 講じる予定でいる

イ 講じる予定でいる

イ 講じる予定でいる

イ 講じる予定でいる

16 あなた田事車場では‘次由貴曲者についτ何らかの措置を講巴ていますか.
①特に健廉白保持に努める必要があると認められる費値者

ア !II巴ている

7 鵡ιている
ア講巳ている

ア講じている

ア講じτいる
ア講じている

子町聾宵XIま草草の叶穫を行う労働者

妊娠中及び出産誼司会性指骨者

単身赴在者

自発的な輔量能力開鼻告図る労冊者

地埴活動等在行う時世者

@
@
@
@
ー
@
17 助成金白亜給田有輯{昨年度における輯況について記入して〈ださい.) 

ア無 ィ有{車用調整助成金又は中小企推量車雇用安定助成金]

ウ 有(イ以外由助成金) (助成金の名称
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調査日平成

職場意識改善助成金受給事業主に関する調査票(平成24年度までに計画認定した事業場周)
年 月 目

助成金受給企業名 事業の種類

所在地
代表者職氏名

童話 3 対応者職氏名

労働者数
企業全体計 人(男 入、女 人}

計画認定年月日( 年 月 日}

うちパ ト書イム労働者 人
支給決定(事業終了)年月日{ 年 月 日)

(1 )職場意識改善計画に基づいた取組

事業終了時点目状混 現時点の状況 取組が後退した場岳、その背景や理由等を記載

実 ① を労整働備時し間て等Lの課題について、労働時間等設定改善委員会など労使の話し合いの機会 整備している 整備している
ーーーーーー・骨畠品納・--ーー，ーーーーーーー ーーーーーーー戸ー骨同情台醤ーーーーーーー ーーーーーーーーーーーー『ーー・----・--------ー・--ー・--ーーー・ーーーー・・・・・ー・--南向--司--晶抽

鎗体制 、るか。
整備していない 整備していない

の 選任している 選任している
震② 労働者からの苦情、意見、要望を受け付ける担当者幸選任しているか。 ---帽骨副司圃ーー--岨司齢ーーーーーーーーーーー ーーーー.---ー岨----・ーーー・・・-・a ---ーーーー『ー四骨------------ーー-ー圃岨幽幽---ーーーーーーーーーーーー』ーー・ーー・崎司圃同晶

選任していない 選任していない

瞳
③ {事業終了蒋点)雇用時する間労等働の者設に定対改し善てに、係職る場計意画識を改策善定計し画、周を周知知してしていいるかるか。。

聞知している 周知している

唱意 {現時点) 労働
骨----・ーー・ d 畠曲ーー---ーーー圃ーーーー --ーーー戸司腎開曹司・--ー・-----ーーーーー ーー-ーーーーー・・---------骨四・・・・ーー----圃』ーー-ーーーーーーーーー『ーー---ー・・

周知していない 周知していない
誕

を管実理施職し等てにい対るしかて。、労働時間等の設定の改善に向けた取組の必要性等について研修 実施している 実施している
改善 ⑧ ーーー--市場借司・ー喝--酔司圃--司圃司甲ーーーーーー ーーーーーーーー--ー『ー--申ーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー司『ー悼叫--伊明_.，.ーー-----ーーーーーーーーーーーーーーー、ーーーーー

実施していない 実施していない

①る制確度年認次の制有導度給入の休等導暇、年入の次、計③有画年給的次体付有曜与給の制休取度暇得のの促導取進入得の、率②たのめ年の次目標措有設置給を定休行、暇④っのZて取週い得間る状程か況度。の労使によ

行っている 行っていない
---明・・・-ー司ーーーーーーーーーーーーーー--・-.--.-ー----幽司---------ーー-ーーー---・・

⑤ の長期休暇 ( 

揖労
ーー・ーー・ーーー拘骨・ー晶『骨内ー"ーーーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーー柏戸山崎ー--- ーーーー#ーーーーー・-------------ー-------ーー---問句四回-----ー---------ーーー

行っていない 行っていない
時
間 行っている 行っている
等 所定外労働の削減のため、①『ノー残業ヂム「②ノー残業ウィークj等の取組を行つ

ー四---・ーーーー・ーーー・ーーー・企-----------ーーーーーーーー骨ー--町田ー再開『開ー---桐骨平冒開-_."幽

由 @ 
設 ているか。 『骨、----------ーー・ー・・ー'ー骨.・ 骨宇ーーーー目』占『何神ーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーーー白畠--ー--ーーーーーー』ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー司向.

定 行っていない 行っていない
由

車 導入している 導入している
警
①に対変応形し労た働労時働間時制間、②フレッヲス1<イム制、③裁量労働銅I等、労働者の多様な事情等

ーーーーーーーーーーーーーーーーー・--------・ーー同ー『同-----・岨ーー・・ーーー--ー-------ーーー

⑦ 
制度を導入しているか。

) I ( 
ーーーーーーー『ー--柑栴伊智嗣-----司・-- 宥・ー，ーー-宇ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー同『ーーー『ーー---匂--------------------

導入していない 導入していない



事業終了時点白状況 現時点白状況 取組が後退した場合、そ叩背景や理由等を記載

4以上 4以上
特に配慮を要する労働者に対する、勤務時間の短縮や特別体醸の付与等の制度を導 内両.咽開晶嗣司骨----ーーーー司岡島..骨司司聞亭軍司明司"畢・・ーーー晴司開.帽柵司.帽曙ー-----~--ー・骨ーー

①③入〈特健し子てに康のい配養のる慮保育かを持、。親必にの要努介とめす護るる等必労を要働行が者うあ労のる働例労者〉働(者※) 

)I( 
曲労

ー・・・骨明胃圃亭ーーーーーーーーーーーーー-ーー....畠ーーー------・噌_..・-----司 ..ー.-司咽『同-.--ーーー司再ーーーー司輔ーーーー...曲・・F拘置ーー伊...ーー戸←#恥噌畠ーーーーー

④②地自域発活的な動職、ポ業ラ能ニ力障発を図る労働者
1-3 1-3 

時③
ン子ィ7活動等を行う

4・...司・ーーーー..帽・.司..咽..帽『骨閉司司_.‘・・・ー.---司副陪闘咽伺 a・ーー----・・・ーーーーーーーー
聞
等 労働者 ーーーーーーーーーーーーーー』ーー.曙骨ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・-ー..ーーーーーーーー四ーーーーーーーーーー帽，ー『司晶骨骨伸噂閑ー晶.自』同国ー・』ーーーーー・・・ーーーーーーーー
由 ⑥⑤妊単鑑中及び出産後の女性労働者(※)
設 身赴伝者 業l土、法定の措置を上回る場合に限る. 制度がない 制度がない 由...輸品目恒----四ーーーーーーー-ーーーー・ーーーーーーーーー田司・ー明...司.-・ー・‘...幽島田ーー』ーーー
E 
由
耳k 導入している 導入している

善 ⑨ ①ワークシェアリング、②在宅勤務、③テレワーウ等、の制度を導入しているか。
ー-ーーーーーーーーーーーーーーーーー・...・ーー.-・..-・ーーー骨司明司..---抽.，地価岨』幽回ー』ー----

) I ( 
ーーーーーー・白骨ーーー凶幽--------・・， ーーーーー----ーーーーー四-----匂・4骨， 司副ーーー--------------・ー・・司胃.ーーー『ーーー..司F骨明--_.-ー..副国国幽M曲岨』ー
導入していない 導入していない

(2)職場意識改善計画や労働時間等見直しガイドラインに基づく取組

事業終了時点白状況 現時点白状況 取組が後退した場合‘そ由背景や理由等ま記載

実施体制 ① 
労使の話合いの機会を整備している場合、どの〈らいの頻度で開催しているか。

年4回以上 年4回以上
-------ー.・骨ーーーー--------.ーーーーーーー..・ー...同ー..ーーーーーー ーーーー』ー-ー・・ー---.-ー『ーーー明 E司閉層明司ーーー・，骨----圃骨量幽ーー-_.-ー』回ー・‘“ー
年1回目3回 年1回目3回

労働者からの苦情、意見、要望を受け付けi口るの担設当置者等をの選受任けし付てけいやるす場い合体、担制当の者整品備丸を、
整備している 整備している

の 凶由副』・・・ー・ー副ーー帽弔問聞骨・・ーー--曲匂骨』ー_.骨骨.回値..・--・ーー凶ーーーー-------ーーーー
登② ることを労働者に対し周知を行うことや窓
備
しているか。 ー..-幽噌醇..-ー.-----------ーー ーーーーーーー.-・------ーーーーーーーーー ー・・------ーーーーーーーーーー-----------ーーーーーーーーーーーー・・・----"開ーーー司・・---晴.

整備していない 整備していない

職合をし場、具て意い体識る的改かな善。取計組画の(現方時点:労働時間等の設定改善に係る計画)を周知している場
工夫している 工夫している

職場
-ー，ー骨嗣晶圃幽踊幡同軸暢.-司-----ー-------副柑』困姐幽・---唱-_.------崎・ー園陸ーーーーーー』ーーー

③ 法の周知を行うなど意識改善に向けた啓発などの仕方に工夫 ) I ( ) 

章
晶明_..胃押..ーーーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーー・_..ー・・骨曹司ーー ーーーー_.明_.-ーーーーー-ー圃ーーーーーーーー・._.ーーーーーーーーー』・・ーーーーーーーーーーー。
工夫していない 工夫していない

議
百k 工夫している 工夫している
普 管理職等に対して、労働時間等の設定の改善に向けた取絡の必要性等について研修 ーーーーー..-ー・----ーー』ーー-ー-ーー・-------------・ー・・・ーー・"毎E圃..回----ー..

E ④ を実施している場合、専門家吾講師に呼んだり、専門の教材を使用したりする等、研修
の肉容を工夫しているか。 ーーーーー..・・ Fーーーーーーーーーーーー国守 ー..ーーーーーーーーー司ーーー-------.---"唱曹関同』仲町内キ戸同ザ..司-"岨圃岨ーー-----・.-・』色圃ー』回

工夫していない 工夫していない

※には具体的な内容や番号を記入する二と



事業襲了時点的状混 現時点の状況 取組が後退した場合、その背景や理由等を記載

⑤ 年次有給休暇について労倒者1人当たりの平均取得率は何軸か. % 崎

⑥ 労働者1人当たりの平均年問所定外労働時間数は何時開か. 時間 時間

⑦ 週労働時聞が60時間以上の労働者の割合は何%か。 号色 % 

労働時 ⑧ 
年次有給休暇の計画的付与制度や2遁間程度の長期休暇制度がある場合、実際に利 実績あり 実績あり

ーーーーーーーー--ーーーー同『曙戸ー・帽--曲 出ーーーーーーーーーーーーー--.-島田内『骨骨帽 --・・・曲--・-ーーーーーーーーーーー---司『ー司同『同押圃骨骨-----ー・._---値ーーーーー司骨
用があったか。 実績なし 実績なし

間
等 実績あり 実績あり
由 ⑨ (1 )⑦で制度がある場合、実際に利用のあった制度はあるか。 ーー・ーー圃ーーーーーーーーーーーーーーー--回 明開--ー帽----_.ー・ーーーーーーーーーーーー ーーーーーー司------ー同帽骨聞岨情闘岨ーーーー』ー-----ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー戸司事時

設定 実績なし 実績なし

由 4以上 4以上
at ーーーー圃ーーーーーーーーーー戸噌胃『町四・・骨 圃幽』ーーーー・.-ー-ーー』ーーーーーーー『ーーーー ー『同開明骨圃・・M回ーーーー・------ーーーーーーーーーーーーーーーーーー晴--唱・ー司圃--・--帽『・・ー・ーーーー.
著⑩ (1 )⑧で制度がある場合、実際に利用のあった制度はあるか。一 1-3 1-3 

ーーーーーーーーーーーー---.再開伺帽咽--・ ー.圃幽----ーーーーーーーーーーーーーーーー 軍明開--・ー---闘岨・b圃M・---ー・ー---ー---ーーーーーーーーーーーーーーー----再再開F同_.園町骨骨四・・
実績なし 実績なし

⑪ (1 )⑨で制度がある場合、実際に利用のあった制度はあるか。
実績あり 実績あり

--------・ー』・ーー-ーー-----・ー ーー・---ー司同'偽骨骨・・--------ーー -・・ーーーーーーー---------・・田・・桐 a骨骨圃品帽'骨骨4・4開台・..畠喧包囲-.‘"ーー』ーーーーーーーーーーー
実績なし 日点

公表している 公表している
職場意識改善計画(現時点:労働時間等の設定改善に係る計画)や取組状況等を、業 目ー-ーー』ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー】--ーー』・4

⑫ 界誌や自社のホームページ等により対外的に公表しているか。 ーーーー』ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー 同ー同司--暢 F・.剛司』・・----ーーーーー ーーーーーーーーーーーーーー・，ーー--噂圃'・----------・-----------咽司・・F帽ー
公表していない 公表していない

確立している 確立している
経営者自らが指揮するまたは幹部が責任者となるなど、労働時間等の設定の改善に ーーーーーーーーーーーーーーーー同ーー戸司ーー司ー---平静阿古--峰崎同抽岨世ーーー'ーー‘'・』ー・回・・b

計
⑬ )I( ) 

画 向けた企業内の推進体制を確立しているか。 同ー.島問戸田司'・ー・_.-掴邑・a・ーー---ーーーーーーーーーーーーー司ーー同.園田明戸開明・F -------------曹司・-------母国------・---ー』ーーーーーーー『ーーーーーー_.戸.--骨--
以

確立していない 確立していない件

行っている 行っている耳実
社内における問題点について把握し、必要に応じて業務計画や要員計画の策定を行ラ ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー同--司_._-----ーーーーーーーーーーー

ザ ⑩ ( ) 組 など、業務の見直しを行っているか。 ーー------ーーーー・---ーーーーーー晴昌司 ー--‘._-ー・b・.-、'・事"・・骨骨骨ーーーーー 司ーーーーーーー『ーーー『ーーーー司ーー同『ー陣事---帽ー-----早F・・・'・ーーーーーー・・---咽ー--ー『
IV 

行っていない 行っていないで
L、

図っている 図っているる
社肉アンケートやヒアリングの実施等により、労働時間等の設定の改善に関する労働 ー------ーーー・ーー-・----胃宇--ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー---ーーー『ー司-司区
⑮ 寝 者の意見・要望を取り上げ、改善を図っているか。 ーーーーーーー.島町ー『ーー戸ー司--同情司骨値骨困 ー岨-------ーー-ー---ーーーーーーーーー ーーーーーーーー_.-・ M・・値喧・・・・--司----.司帽『四ー--明4・・陪開ー------_.砂・ーーー』・・掛幽ーー

図っていない 図っていない

行っている 行っている

休暇制度の利用事例を広報紙で取り上げた目の、労た働め時の間情制報度提紹供介をの行パってンいフレるツかト。を作
ーーー・4岨ーーー田恒回目ーー----------ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・ーー・・骨--

⑮ ( 
成して従業員に配布する等、制度の利用促進 ーーーーーー-ー‘ーー・・ー・『・-司戸骨.暢幽畠圃凶 ーー-----ーーーーーーーーーーーーーーーーー ーー『ーー『ーーーーーーー椅・a・----ー骨-姐a・R伺--欄骨幽・・ーーー・・M幅値』ーー』ー-------

行っていない 行っていない
} 

※( )には具体的な内容や番号を記入すること
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謂査日:平成 年 月 日

職場意識改善助成金受給事業主に関する調査票(平成25年度以降に事業承認した事業場周)

助成金受給企業名 事業の種類

所在地
代表者機氏名

電話 対応者職氏名

労働者数
企業全体 計 人(男 入、女

事業承認年月日( 年 月 日)
人}

支給決定(事業終了)年月日( 年 月 日}
うちパ ト書壬ム労働者 人

(1)職場意識改善助成金事業に基づいた取組

事業終了時点の状混 現時点由状況 取組が後退した場合、その背景や理由時を寵載

労働時間等の課題について‘労働時間等設定改善委員会など労使の話し合いの機会
整備している 整備している

① 
を整備しているか。

ー凶叫ーーもーー・ーー』ーーーー------ー ー-----ーーーーーーーーーーーーー担『司骨司叫圃'・-_.幽--ー圃ーーーーーーーーーーーーーーーーー同開ー自問-----・M・ー--骨量--ーー-_.幽----ーー

整粛していない 整備していない

制実施体 ② 選任している 選任している
労働者からの苦情、意見、要望を受け付ける担当者を選任しているか。 ---". ー・.ーー--軸-・-------ーーーー --桐明司._---岨・・ー回喧----ーーーーー ーーーー--------ーー司司--------明帯---ーーーー-ーー四ー-.-.令.-司令骨ーーーーーーーー

の
選任していない 選任していない型車

弱音

(事業終了時点}雇用する間労等働の者設に定対改し善てに、係織る場計意簡識を改策善定計し画、周を周知知してしているいかるか。o
周知している 周知している

③ (現時点) 労働時
--・・_.旬幽ーーーーー圃凶畠ーーーーー『ーーーー --再欄骨明・・・・・・--歯固畠ーーーーーーーー ー--.--司唱聞胴--冒骨骨骨・哩姐副h・ーー--値掛ー---・・ーー・・』・ー・ーー----ー骨骨-_.骨哩・陶・・・.-

周知していない 周知していない

労改善務管理担当者に対する研惨を行った場合、その研修の内容は労働時間等の設定の
行った 生かされている

主 ④ l=生かされているか。
.-.--ーーーーーーーーーー-----叫圃ー・ ー圃凶-.---勾骨----由#・齢---------ーーーーーーーーーーーーーーー-~------------畠--.・

給対 行っていない 生かされていない

量
労働者に対する研修を行った場合、その研修の内容は労働時間等の設定の改善に生 行った 生かされているの

者区 ⑤ かされているか。 ー-------_.----ー『情伺司骨品骨・ー・ ー---・._-ーーーーーーーーーーーーーーーーー ーー『ー開再F・・・圃伊回・・・・幽軸ー----・・------------ーー・・・・・ー--司・・・・・骨骨・---嶋
業 また、労働者に対する鹿知・啓発を行った場合、現をも徴鹿されているか。 行っていない 生かされていない

'コ
い
外部専門家によるコンサルティングを行った場合、その内容は労働時間等の設定の改

行った 生かされている
て⑤ -宇『匹-ーーーーーーーーーーーーーーー『ー町四『 晶画-_.-骨骨骨・・M岨幽幽困喧雌ーー-白血圃“ーー ーーーーーーーーーーーーーーー岨ー--間帯同同町戸開骨戸圃--由ーー幽岨邑---ー圃』ーーーーーーーー
普に主主かされているか。

行っていない 生かされていない



事業終7時点白状況 現時点白状況 取組が後退した場合‘その背景や理由等を記載

就業規員lト労使E局協さ定れ等てのい策るか定・見直しを行った場合、導入した制度は労働時間等の設
行った 活用されている

⑦ ー・.----ーーーーーーー』ーーーー 嶋崎唱---ー---・--ーーーー戸ーーーーーー ー-----------・----ーーーーーーーーーーー-ーー--・-----ーーーーーーーーーーーーーーーー・，司・ー
定の改善に活用

行っていない 活用されていない

労務管理用ソフトウェアの導入・更新を行った場合、当該ソフトウェアIま現在も活用され
行った 活用されている

主
⑧ 
ているか.

-----ーー圃包ー--自国幽』ーー----ー』 凶--凶・・・--ー・ h幽--・--・・ー・・--・a ーー圃『・ー・ーーーー--曙回晶邑岨a圃邑・ー---ー-ーーーーーー----・・昏司ーーーーーーーーーーーー『骨骨骨同---岬

輯討
行っていない 活用されていない

車
行った 活用されているの

事業 ⑨ 労務管理用機器の導入・更新を行った場合、当該機器は現在も活用されているか。 --------ーーーーーーーーー・----ー- ーーーーーーーーーーーーーーー-----骨

行っていない 活用されていない
つ
L、

行った 活用されている
て デジ~ル式運行記録計の導入・更新を行った場合、当該機器は現在も活用されている
⑩ 
方、

場・・ー，桐司F司・ー・----ー・・ー『同4・ーーーー ---ーーーーーーーーー・ー--戸時ーーーーーーー ーーーーーーーーーー--------ーー『ーーーーーーーーーーーーー・.骨骨咽 F・-----帽曙.聞.帽晶ーーーーー-<

行っていない 活用されていない

7-レワ-'7用通信機器等の導入・更新等を行った場合、当該機器は現在も活用されて
行った 活用されている

⑪ いるか。 。
ー------・ M回悼岨ー---・町ーー・--ー---司ー---ーーーーー戸ーーーーーー---ー・・

行っていない 活用されていない

成
⑫ 果 年次有給休暇について労働者の年間平均翠得日数は何日か。 日 日

目

様
⑬ 労働者t人当たりの月間平均所定外労働時間数Iま何時間か。 時間 時間
つ
也、
⑩ 過労働時間が60時間以上の労働者の割合は何拍か。 同 9。
て

※には具体的な肉容や番号を記入すること



JjIJ紙

|医療業の団体の成果目標に関する計算方法|

以下の成果目標について、事業主団体等が、ゑ]主必主選抵」ふ占企主i虫虫史主
位支;jt史コユ査選担して取り組む必要があります。

直墓m雪
a 関係者による話合いの場の設置(必須)
労使による話合いの場を設置した構成事業主数を構成事業主全体の1/2以よ
とすること。なお、事業開始時に、既に構成事業主数が構成事業主会体の1/2
以上の場合は、労使による話合いの場を設置した構成事業主数を増加させるこ
と。

b 年次有給休暇の平均取得日数の増加
構成事業主の労働者の年次有給休暇の年間平均取得回数(以下「年休取得回

数」という。)を1日以上増加させること。なお、事業開始時に構成事業主の労
働者の年次有給休暇の年間平均付与包数(以下「年休付与日数」という。)と年
休取得日数の義が1日未満の場合は、日数に関わらず年休取得回数を増加させ
ること。

c 所定外労働時間の削減
構成事業主の労働者1人当たりの月間平均所定外労働時間数(以下「所定外
労働時間数」という。)を1時間以上削減させること。なお、事業開始時に所定
外労働時間数が1時間朱満の場合は、時間数に関わらず所定外労働時間数を削
減させること。

d 夜勤回数の削減
交代制勤務(変則勤務を含む。)により、深夜時間帯 (22時から 5時まで)に
おいて、夜勤 (3交代制勤務の場合は準夜勤及び深夜勤)体制がとられている

構成事業主について、構成事業主の労働者1人当たりの月間平均夜勤回数を、
O町5回以上削減させること。なお、事業開始時に夜勤回数が0.5回未満の場合I立、
回数に関わらず夜勤回数を削減させること。

e 1か月の総労働時間の削減

構成事業主の労働者1人当たりの月間平均総労働時間を5%以上削減させる
こと。

F 最長労働時間の低減
1構成事業主当たりの連続労働時聞が最も長い医師又は看護師の連続労働時
間数を 1時間以上低減させること。



|具体的な計算方法|

※成果目標b及びcについてはそれぞれ別紙「年休取得臼数の計算方法」、「所定
外労働時間の計算方法」を参照してください。

0算定期間

【事業開始時1
・助成金事業(以下「事業」と言います。)が承認された年の前年

の8月1日~事業が承認された年の 1月31日までの6か月

【事業終了時1
・事業が承認された年の 8 月 18~事業が承認された年の翌年 1 月

3 1日までの6か月

ただし、例えば賃金締切目が25日となっているため、 7月26日から 1月2

5日までの半年間を算定期間するなど、算定の利便性から、算定期間を若干目前

後させても、差し支えありません。

|a 関係者による話合いの場の設置:1/2以上|

医療関係団生」

情成事業主Al構成事業主Bl構成事業主cl械成事業主DII構成事業主El
(未設置) (未設置) (設置) (設置) (設置)

て / 
、、 ¥/  

く話合いの場の設置>
(目標) (事業終了時)

回 =三 図 |く 図で設置



|d 夜勤回数の削減:0.5回以上|

【事業開始時】

*構成事業主A:2.8回

(※)計算方法:各月の夜勤回数の合計/各月の該当労働者数の合計

月

夜勤回数

及び

該当労働者数

夜勤回数

該当労働者数

*構成事業主B:3.0回

*構成事業主C: 3.2回

」ごL

H24.8 

1回:10人
2回:10人
3回:20人

90 

40 

1構成事業主当たりの平均:13.0@I1 

【事業終了時】

*構成事業主A:2. 1 

H25町1

1回:15人
2回目 10人... 
3回目 15人

80 

40 

(※)計算方法:各月の夜勤回数の合計/各月の該当労働者数の合計

月

夜勤回数

及び

該当労働者数

夜勤回数

該当労働者数

*構成事業主B:2.8 

*構成事業主C: 2.6 

4二L

H25.8 

1回:15人
2自:10人
3回:5人

50 

30 

1構成事業主当たりの平均:巨亙

く夜勤回数>

...' 

(事業開始時(事業終了時)目標)

E由一 E盟= 0.5 註 E盟

H26. 1 
1回:20人
2回:10人
3回:5人

55 

35 

合計

672 

240 

合計

420 

200 



le 1か月の総労働時聞の削減:5%以上|
【事業開始時】

*構成事業主A:220時間

〔※)計算方法:各月の労働時間の合計/各月の労働者数の合計

月 H24.8 H25目 1 合計

X: 200 X: 220 
月の労働時間(H) Y: 225 ... Y: 210 3960 

Z: 215 Z: 190 

労働者数 3 3 18 

*構成事業主B:215時間

*構成事業主C:210時間

国均平のけり
世

た

寸
L
P

当

1

一

一

主

時

「
」
~
業
了

司

事

終
成

業
構

事

月 H25.8 H26.1 合計

X: 190 X: 195 
月の労働時間 (H) Y: 200 ... Y : 205 3618 

Z: 210 Z: 200 

労働者数 3 3 18 

215時間
(目標)

15. 6~宣言 E盟



/ 

1F 最長労働時間の低減 :1時間以上|

【事業開始時】

月 8 9 10 11 

連続労働時聞が最
も長い医師文{ま看 13 15 16 15 
護師の連続労働時 (医師 a) (看護師a) (看護師b) (医師b)

間(H)

」二」
1構成事業主当たりの平均:庄司

【事業終了時】

月 8 9 10 11 

連続労働時間が最
も長い医師又は看 13 12 11 15 
護師の連続労働時 (医師d) (看護師b) (医師a) (看護姉c)

間(H)

-D-
1構成事業主当たりの平均:113. 7a盟
〈最畏労働時間〉

(事業開始持)(事業終了時目標)

恒軍司-IIIT掴) = []]調這出調

12 

12 
(医師b)

12 

14 
(医師 c)

13 
(医師c)

11 
(看護師d)



別紙

|所定外労働時間の計算方法|

0対象労働者について
正社員やパート・アルバイト、契約社員等の雇用形態を問わず、原則全労

働者を対象とします。

0算定期間

【事業開始時]

・助成金事業(以下「事業」と言います。)が承認された年の前年

の8月1日~事業が承認された年の 1月31日までの6か月

【事業終了時】

・事業が京認された年の8月1日~事業が承認された年の翌年1月

31日までの6か月

ただし、例えば賃金締切日が25日となっているため、 7月26日から1

月25固までの半年聞を算定期間するなど、算定の利便性から、算定期間を

若干目前後させても、差し支えありません。

0月間平均所定外労働時間数の計算式は次のとおりです。

月間平均所定外労働時間数口
算定期間中の毎肩の所定外労働時間の合計

算定期間中の毎月の労働者数の合計

※ 月の途中で入社した労働者i立、当該入社日が月の1日の場合は入社日の属する月か

ら、 2日以降の場合は、当該入社自の属する月の塑月から計算対象としてください。

また、月の途中で退社した労働者は、当該退社日が月の末日の場合は退社日の属す

る月まで、末日以外の場合は、当該退社日の属する月の前月までを計算対象として

ください。



置軍配(叩 5年明の承認を受けた場合)

【事業開始時】 (平成24年Sfil1日~平成25年1月31日) (6か月)

所定外労働跨間{時間〉

労働者数〈人}

叩
一
剛
一
泊

同
一
剛
一
関

明
一
間
一
泊

【月間帯均1
2.400h+174人

【事業終了時】 (平成25年8月18-平成26年1月31日) (6か月)

H2百年同

所定外労働時閥{暗聞)f 300 

労働者般人 I. 30 

刊
一
醐
一

ω

帽
一
価
一
泊

一
一
一
制
一
四

抱月 H26 年lR

t土ゴ
労働者1人月間平鈎所定外労働時間敵

¥ 

監璽函(事業主が、雇用調整助成金凪中小企業緊急雇用安定助成金を受給

して労働者を休業させている期間が、算定期間中に含まれている

場合)

⑦ 平成25年に事業の怒認を受けたものとします。

② 雇用調整助成金を受給してH24年11月に労働者1人が部分休業し

たとします。

③②の労働者の当該月の所定外労働時間は5時間だったとします。

【事業開始碍】 (平成24年8月1日~平成25年1月31日) (6か月)

所定外労働剛III(時間)

労働者艇人)

H24匁B周

500 

" 

同
一
剛
一

ω

lOR I1s 12月

300 

合It

上記oの労働者の
所定外野働時間5時聞
は含めない

【事業終了時】 (平成25年8月1日~平成26年1月31日) (6か月)

H25年8月

30 

同
一
則
一
関

10M 11!l "月 H2e.t~1Jl1 合計

一一
300 を二ヒヨ

労働宥 1入1か月早油断定舛労働時間舷

【月間平勾1
2:.160h+1S4人



JlIJ紙

|年休取得日数の計算方法|

0対象労働者について

正社員やパート・アルバイト、契約社員等の雇用形態を問わず、算定期間中

に年次有給休暇(以下「有休jという。)の取得資格のある労働者です。

0算定期間

【事業開始時】

・助成金事業(以下「事業」と言います。〉が承認された年の前年の

8月1日~事業が窓恕された年の 1月31日までの6か月

【事業終了時】

・事業が承認された年の8月1日~事業が承認された年の翌年1月3

1日までの6か月

ただし、例えば賃金締切日が25日となっているため、 7月26日から 1月

25固までの半年聞を算定期間するなど、算定の手IJ便性から、算定期間を若干

目前後させても、差し支えありません。

O年次有給休暇の年間平均取得回数の計算式は次のとおりです。

算定期間中の毎月の有休取得回数の合計
年間平均淑得日数 = x12 

算定期間中の毎月の対象労働者の合計 約

※1 有休の月間平均取得日数を 1年間!こ換算(12倍)した数値を使用してください。

計算の結果、有休の法定最大付与回数である20日を超えても、差し支えありませ

ん。

※2 算定期間の途中で有休を付与された労働者l主、当該付与白が月の1自の場合は付

与自の属する月から、 2日以降の場合は、当該付与自の属する月の翌月から計算対

象としてくださいロ



瞳配(平成25年に事業の承認を受けた場合)

【事業開始時】 (平成24年8月1日~平成25年1月31日) (6か月)

H24年目月 合計g月 10月 11月 12月 H2S年1月

有休取得回数 (艮 〉 " " " " " " '" 労働者数(人〉 33 3同 " " " 25 '" 労働者1人月間平総有休取樽a敵 O.6SQ 

労働者1人年間平均有休耳障得包敏tダグ 1̂ 8.3 

[ 間間平均1fm平均9
120目-:-174A 11 O. GB9目 x1 

【事業終了蒋】 (平成25年8月1日~平成26年1月31日) (6か月)

有休取得目散 {目 } 

労働君臨人}

32 

日
間
一
“
一
初 一一

一
m一
鈎

同
一
均
一
犯

H'"手lR

" 
H25年8月

" 

匠重~J21 (事業主が、雇用鵬助成金面中小企業緊急雇用安定助成金を受
給して労働者を休業させている期聞が、算定期間中に含まれて

いる場合)

① 平成25年に事業の承認を受けたとします。

② 雇用調整助成金を受給してH24年11月に労働者1人が部分休業し

たとします。

③③の労働者の当該月の有休取得臼数は1Bだったとします。

【事業開始時】 (平成24年8月1臼~平成25年1月31日) (6か月)

有休取得a.(国 】
労働者車川

H24年.M

" 
" 

盟
諸
一
泊

lOJl 

" 
11月

" 
"月 .25年'R

15 15 

25 25 

労働者1人月間平均有休取得日敵

労働者1人年間平均省休取得呂

['手間平均1
o，6sa目 x'21号

【事業終了時} (平成25年8月1日~平成26年1月31日) (6か月)

H25年'R 'R "月 11月 12R H25年1月 合計

有休取得日数 {闘 } 32 
2‘ " " " 2‘ '" 

労働者臨人) " 
:号。 " " " 25 ， .. 

労働宥1人月間平均有休取得岡敏 0.177 

労働脅1人年間平均有休取得日酔9' 炉、'.3



記

第 1 長時間労働の抑制と年次有給休暇の取得促進等仕事と生活の調

和の実現に向けた社会的気運の嬢成等を図るための具体的な施策

の実施(業務通達記の第 1の3(1)関係)

働き方・休み方改善ハンドブック等の開発について

f働き方・休み方改善ハンドブック J (仮称)について、平成

25年度は、情報通信業及び宿泊業について作成することしている

ので、作成後は、コンサノレティングやワ}クショップで活用する

ほか、業界団体を通じ、傘下の事業場に周知すること。

第 2 労働時間等設定改善推進助成金(以下「推進助成金Jという。)

について(業務通達の別添 1r労働時間等設定改善推進助成金支
給要領J(以下「推進助成金要領Jという。)第 1のl関係)

1 事業主団体等の要件について(推進助成金要領第 1の1関係)

(1) rこれに準ずる区域」とは、都道府県全域までではないもの
の、都道府県内の相当の範囲の区域を加入対象地域とするもの

をいうものであること。

(2) 中小企業事業主の団体又はその連合団体(以下「事業主団体

等j という a)の傘下の事業主のうち労働者を雇用する事業主

(以下「構成事業主jという。)の業種が複数種にわたる場合、

推進助成金要領第 1の1の(2)のア又はイのいずれか一方の要

件を満たす業種ごとの事業主数の合計が構成事業主全体の 2

分の 1以上であることが要件となること。

(3) 財政能力とは、助成金が支給されない場合でも事業を実施可

能であることをいうものであること。

2 取組事項について(推進助成金要領第 1の2(1)及び 3(1)関係)

取組事項の具体的な内容は、次のとおりであること。 f

(1) 実施体制の整備(労働時間等設定改善委員会を始めとする労

使協議機関の設置等)

労働時間等の実態について適切に把握するとともに、労働時

間等設定改善委員会をはじめとする労使関の話合いの機会会整

備すること等がこれに該当すること。

(2) 年次有給休暇を取得しやすい環境の整備

計画的付与制度の導入、年次有給休暇台帳の作成、年次有給



休暇の取得状況の労使による確認制度の導入、年次有給休暇の

取得率の目標設定、 2週間程度の長期休暇制度の導入等取得し

やすい雰囲気づくりや意識の改革等がこれに該当するとと。

(3) 所定外労働の削減

ノー残業デ一、ノ}残業ウィークの実施等がこれに該当する

こと。

(4) 労働者の抱える多様な事情及び業務の態様に対応した労働時

間等の設定

業務の実態について調査を行い、当該調査結果及び労働者の

抱える多様な事情に応じて、変形労働時間制、フレックスタイ

ム制、裁量労働制及び短時間正社員制度を活用(新規導入、見

直し)することがこれに該当すること。

なお、医療業にあっては、上記のほかに勤務シフト等労働時

間面での改善や補助者の活用(新規導入、見直し)、業務の効率

的な遂行のための業務分担の見直し等により、労働者の負担軽

減を行うことがこれに核当すること。

(5) 労働時間の管理の適正化

労働時間管理の現状把握、適正化を行い、時間的に過密とな

らない業務の運用についての検証を行うことがこれに該当する

こと。

(6) ワークシェアリング、在宅勤務、テレワーク等の活用

多様な働き方の選択肢を拡大するワークシェアリングの導入、

通勤負担の軽減となる在宅勤務、テレワ}ク等の活用について

新たに何らかの整備を行うことがこれに該当すること。

(7) 特に健康の保'持に努める必要があると認められる労働者(労

働時間等設定改善指針(平成20年厚生労働省告示 108号。以下「労働

時間等見直しガイドライン」という。)の2の(2)の「特に記慮を必要

とする労働者について事業主が講ずべき措置」のイに定められた措置)

労働者の健康を守るための予防策として、メンタルヘルスケ

アの実施とあわせ、疲労を蓄積させない、又は、疲労を軽減さ

せるような労働時間等の設定を行うことや、病気休暇から復帰

する労働者について円滑な職場復帰を支援するような労働時間

等の設定を行うこと等がこれに該当すること。

(8) 子の養育又は家族の介護を行う労働者(労働時間等見直しガイ

ドラインの2の(2)の「特に配慮、を必要とする労働者について事業主が

講ずべき措置」のロに定められた措置)



育児休業、介護休業、子の看護休暇、介護休暇、所定外労働

の免除、所定労働時間の短縮措置等について規定整備を図ると

ともに、それらの制度を利用しやすい環境の整備を図ることや、

年次有給休暇の取得促進、所定外労働の削減等により、子の養

育又は家族の介護に必要な時間の確保を図ること等がこれに該

当すること。

(9) 妊娠中及び出産後の女性労働者(労働時間等見直しガイドライン

の2の(2)の「特に配慮を必要とする労働者について事業主が講ずべき

措置」のハに定められた措置)

妊娠中及び出産後の女性労働者について、保健指導又は健康

診査を受けるために必要な時間の確保を行うこと等がこれに該

当すること。

(10) 単身赴任者(労働時間等見直しガイドラインの2の(2)の「特に配

慮を必要とする労働者について事業主が講ずべき措置」のニに定められ

た措置)

休日の前日の終業時刻の繰上げや休日の翌日の始業時刻の繰

下げを行うこと、家族にとって特別な日については休暇を付与

すること等がこれに該当すること。

(11) 自発的な職業能力開発を図る労働者(労働時間等見直しガイド

ラインの 2の(2)の f特に配慮を必要とする労働者について事業主が講

ずべき措置jのホに定められた措置)

有給教育訓練休暇、長期教育訓練休椴その他の特別な休暇の

付与、始業・終業時刻の変更、勤務時間の短縮、時間外労働の

制限等労働者が自発的な職業能力開発を図ることができるよう

な労働時間等の設定を行うこと等がこれに該当すること。

(12) 地域活動等を行う労働者(労働時間等見直しガイドラインの2の

(2)の「特に配慮を必要とする労働者について事業主が講ずべき措置」

のへに定められた措置)

地域活動等へ参加する労働者に対して、特別な休暇の付与、

労働者の希望を前提とした年次有給休暇の半日単位の付与等に

ついて検討すること等がこれに該当すること o

( 13) その他特に配慮、を必要とする労働者(労働時間等見直しガイド

ライ1ンの2の(2)の「特に甑慮を必要とする労働者について事業主が講

ずべき措置」のトに定められた措置)

労働者の意見を聴きつつ、その他特に配慮を必要とする労働

者がいる場合、その者に係る労働時間等の設定に112.慮すること



がこれに該当すること。

3 成果呂標について(推進助成金要領第 1の2(2)及び 3(2)関係)

成果目標の達成状況については、以下により算定すること。

(1) 構成事業主に対して、成果目標に係る実績を、事業開始時に

おける状況として、事業承認を受けた前年のB月1日から事業承認

を受けた年の1月末日までの半年聞を算定期間としたものを、事業終了

時における状況として、事業承認を受けた年のB月1日から翌年の1月

末日までの半年間を算定期間としたものを、それぞれ、下記4(2)アの

アンケート(ヒアリング)調査により把握すること。なお算定期間につ

いては、例えば賃金締切日が25日となっているため、 7月26日から

1月25日までの半年聞を算定期間とするなど、算定の利便性から、算

定期閣を若干目前後させることは差し支えない。

(2) 事業開始時及び事業終了時のそれぞれについて、把握した構

成事業主の状況の和を、把握した構成事業主数で除して、団体

としての成果目標の実績を算定すること(r実施体制の整備Jに
関する目標である「労使による話合いの場を設置した構成事業主

数を構成事業主数全体の 2分の 1以上とすること」を除く。)。

ただし、算定期間中に雇用調整助成金又は中小企業緊急雇用安

定助成金(以下「雇用調整助成金等j という。)を受給してい

る構成事業主については、この算定の対象から除くこと。

なお、各成果目標ごとの実績を把握した構成事業主数は、構

成事業主全体の半数以上であること。ただし、「労働者の抱える

多様な事情及び業務の態様に対応した労働時間等の設定」に関

する目標である「夜勤回数の削減Jについてはじ夜勤の存在す

る構成事業主の事業場(以下「構成事業場」という。)を対象と

しているため、構成事業主全体の半数以下であっても差し支え

ない。

4 推進事業について(推進助成金要領第 1の4関係)

(1) 推進助成金要領第 1の4のアの「方針策定等の事業」につい

て

方針策定等の事業の具体例は、次のとおりであること。

ア 方針策定

「推進事業実施の重点とする取組事項とその内容」、「好事

例の収集、普及啓発の事業の企画」、「説明会、個別指導等の



企画j 等の助成対象団体としての推進事業実施方針を策定す

ること。

イ 全体会議

事業の企画・立案及び取りまとめ、全体の意思統一並びに

事業実施結果iこ関するフォロ}アップを図るために、構成事

業主を招集して会議を開催すること。

ウ アンケ}ト(ヒアリング)調査

(7) 構成事業場における事業開始時の労働時間等の設定の状

況調査

事業開始時に、構成事業場。における労働時間等の設定の

状況や労働時間等の設定の改善に対する意識等を調査・把

握するとと。

すべての構成事業場に対して調査を行うものとし、原則

として半数以上の構成事業場の実態及び成果目標の実績を

把握すること。

なお、調査にあたっては、調査票の様式例である別添 1

「労働時間等設定改善計画j及び詳しい算定方法について

取りまとめた別紙の「医療業の団体の成果目標に関する計

算方法J、f年休取得日数の計算方法J、「所定外労働時間の

計算方法Jを利用するよう団体を指導するなどして、正確

に成果目標の実績を把握すること。

(イ) 構成事業場における事業終了時の労働時間等の設定の状

況調査

事業終了時に、構成事業場における労働時間等の設定の

状況や労働時間等の設定の改善を進める上での問題点等を

調査・把握すること。

すべての構成事業場に対して調査を行うものとし、原則

として半数以上の構成事業場の実態及び成果目標の実績を

把握すること。

なお、調査にあたっては、別添 2 r労働時間等設定改善
実施結果報告」及び別紙の f医療業の団体の成果目標に関

する計算方法J、「年休取得日数の計算方法j、「所定外労働

時間の計算方法」を活用するなどして、正確に成果目標の

実績を把握すること。

エ調査結果分析

("1) 事業開始時の調査結果分析



ワの(7)の結果を分析し、支給対象団体として、推進事業ー

を進める上での基礎とすること。

(イ) 事業終了時の調査結果分析

ウの(イ)の結果を分析し、事業の成果、事業終了後の課題

等を検討し、フォローアップを図るための基礎とすること。

(2) 推進助成金要領第 1の4のイの「好事例の収集、普及啓発の

事業j について

好事例の収集、普及啓発の事業の具体例は、次のとおりであ

ること。

ア巡回(訪問)調査

労働時間等の設定の改善に関する好事例事業場を訪問し、

好事例についての調査・収集を行うこと。

イ 好事例集・報告書作成及び配布

アの結果及び後述の (5)を実施した場合は改善事例につい

ても取りまとめた事例集及び事業の成果を取りまとめた事例

集を作成し、構成事業場に配布すること。

(3) 推進助成金要領第 1の4のウの「セミナ}の開催の事業」に

ついて

セミナ」の開催の具体例は、外部から講師を招き、労働時間

等の設定の改善に向けた気運の醸成のために、その必要性等に

ついてのセミナ}を開催すること等であること。

(4) 推進助成金要領第 1の4のエの[巡回指導等の事業j につい

て

巡回指導等の実施の具体例は、次のとおりであること。

ア 全体説明会

(7) 事業計画の説明

構成事業場の責任者・担当者に実態に基づく労働時間等

の設定の改善に向けての事業計画を説明し、周知徹底を図

ること。

(イ) 専門家の招へい

外部から専門家を招き、労働時間等の設定の改善を行う

際に発生する労務管理上の諸問題の改善のための対応方法

に関して説明を受けること。

イ 巡回形式による個別指導

選定事業場や希望する事業場を訪問して、労働時間等の設

定の改善を行う際に発生する労務管理上の問題点の解決方法



や就業規則等の変更、作成の方法等について、相談に応じる

とともに、具体的な指導を行うこと。

ウ 相談会形式による個別指導

選定事業場や希望する事業場に対し、労働時開設定改善推

進員(以下「推進員」という。)、外部の専門家等による相談

会を開催し、労働時間等の設定の改善を行う際に発生する問

題点の解決方法や就業規則等の変更、作成の方法等について

具体的な指導を行うこと。

(5) 推進助成金要領第 1の4のオの「重点的な指導が必要な事業

場に対する個別指導の事業」について

労働時間等の設定の改善に向けて団体全体の底上げを図るた

め、年次有給休暇の取得が低調又は所定外労働時聞が長い構成

事業場などに対し、 1か月以上の期間にわたって複数回、外部

の専門家が個別に訪問し、労働時間等の設定や業務体制などの

実態、労働時間等の設定を改善する際に発生する問題を把握す

るとともに、その解決方法について具体的に助言・指導を行う

こと。

また、改善が図られた事例については、改善事例として取り

まとめることロ

(6) 推進助成金要領第 1の4のカの「労働時間等の設定の改善に

向けた取引先等との調整の事業j について

取引先等との調整の具体例は、次のような項目について連絡

会議の開催やそのための資料の作成等を行うことが該当するこ

と。

短時内期発注の抑制、納期指定の弾力化等の要請

週末発注・週初納入、終業侍間後発注・翌朝納入等、労働

時間等の設定の改善を阻害する発注方式の抑制の要請

時間外労働の削減や休日・休暇の取得を前提とした計画的

生産・発注平準化への協力要請

発注計画の事前の情報提供と調整の要請

(7) 推進助成金要領第 1の4のキの「上記のア~カには該当しな

いが、 2(1)文は 3(1)に掲げた取組事項を推進するために必要

と認められる事業Jについて

例えば、労働時間の削減に向けた業務の効率化に資する新し

い機械・器具の実技講習の開催などをす旨すこと。

本事業については業種等により事業内容が異なることが想定



されるため、 2に掲げた取組事項を推進するために、例えば上

記の実技講習の場合には、実技講習と併せて労働時間短縮の必

要性に関するセミナ}を開催することなど、必要な条件を附す

る場合があることから、事業承認にあたっては本省に相談する

こと。

5 推進員の配置について(推進助成金要領第 2の2関係)

推進員の配置を行う場合、その配置については、次のとおり取

り扱うこと。

(1) 推進員は、推進事業の実施に関して、

ア 事業方針に基づき円滑に実施すること

イ 事業実施の承認を受けた事業主団体等が連合体の場合には、

傘下の団体との連絡調整を行うこと

ウ 推進助成金に関する書類の作成を行うこと

等、事業運営の中心的な役割を担う者として配置するものであ

ること。

(2) 推進員については、労働時間制度について、専門的な知識を

有すること。

(3) 推進員は、費用の限度額の範囲内で複数配置して差し支えな

し、。

(4) 当該推進員業務の実施に当たり必要な印刷費、通信運倣費、

消耗品費、旅費等の経費については、各事業の実施に要する経

費の中に計ょすること。

6 成果目標の達成状況に関する証拠書類について(推進助成金要領第

3の 2(1)':7関係)

成果目標の達成状況に関するま正拠書類とは、上記4(1)ワにより構成事業

場から収集したアンケート(ヒアリング)調査の調査票等の写し及びその

集計結果を指すこと。

なお、当該アンケート(ヒアリング)調査の調査票等の内容を裏付ける

資料については、必ずしも支給申請の際に添付する必要はないが、構成事

業場において整理しておくなど、支給審査時に必要に応じて確認するとと

ができること。

7 労働時間等設定改善実施計画の承認制度の活用について

支給対象団体から、推進事業の内容で営業にかかわる事項が含

まれる等私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律上の問



題が懸念、されるとの相談があった場合には、労働時間等の設定の

改善に関する特別措置法第 8条の労働時間等設定改善実施計画の

承認制度を活用するよう助言を行うこと。

第 3 職場意識改善助成金(以下 f改善助成金Jという。)、について(業

務通達の別添 2 r職場意識改善助成金支給要領J) (以下「改善助
成金支給要領Jという。)第2の1関係)

1 支給対象事業主の要件について(改善助成金支給要領第 2の1

関係)

改善助成金支給要領第 2の1(1)については、改善助成金が、労

働者災害補償保険法(昭和 22年法律第 50号)第 29条の社会復帰

促進等事業として行われることによるものであること。

よって、改善助成金の支給を受けようとする場合には、労働者

災害補償保険の加入手続きがなされているととが必要であるとと。

2 事業実施計画について(改善助成金支給要領第 2の2関係)

職場意識改善助成金事業実施計画(以下「事業実施計画Jとい

うo)に盛り込む具体的な内容は、次のとおりであること。

(1) 実施体制の整備のための措置

次のアからウのすべてについて、取り組むこと。

ア 労働時間等設定改善委員会の設置等労使の話合いの機会の

整備

労働時間等の実態について適切に把握するとともに、職場

意識改善に向けた取組を促進するため、労働時間等設定改善

委員会をはじめとする、労使の話合いの機会を整備すること

等がこれに該当すること。

イ 労働時間等に関する個々の苦情、意見及び要望を受け付け

るための担当者の選任

労働時間等の設定の改善を目的とした職場意識改善を図る

ためには、事業主が、労働者各人からの労働時間等の個別の

苦情、意見及び要望に誠意をもって耳を傾け、善後策を講じ

ることが必要であることから、苦情等に応じるための担当者

を選任し、処理制度を設けることがこれに該当すること。

ウ 事業実施計画の周知

労働者に対する事業実施計画の周知を図るため、社内報へ

の掲載、事務所等の見やすい場所への掲示、ホームページ等



での公表等の実施がこれに該当すること。

(2) 支給対象の事業について

ア 職場意識改善コース

次の(:r)から(エ)までのうち、 1つ以上実施すること。

(7) 労務管理担当者に対する研修

管理職等に対して、労働時間等の設定の改善に向けた必

要性等について周知を図るため、外部の講師を招き研修を

実施すること、外部の専門家が開催するセミナーに参加す

ること等がこれに該当すること。

(イ) 労働者に対する研修、周知・啓発

労働者に対して、労働時間等の設定の改善に向けた必要

性等について周知を図るため、外部の講師を招き研修を実

施すること、ノー残業デー、ノ}残業ウィ}クの実施、年

次有給休暇の取得率の目標設定等に係る周知を行うこと、

2週間程度の長期休暇制度の導入等取得しやすい雰囲気

づくり等に係る啓発告と実施すること等がとれに該当する

こと。

(ウ) 外部専門家によるコンサJレティング

外部の専門家による業務体制等の現状の把握、問題点・

原因の分析、対策の検討・実施等がこれに該当すること。

(エ) 就業規則・労使協定等の策定・見直し

年次有給休暇の計画的付与制度・時間単位付与制度や、

改善助成金支給要領第 2の2(2)のア(7)の aから fまで

を目的とした、変形労働時間制、プレックスタイム制、裁

量労働制、短時間主社員制度、多様な働き方の選択肢を拡

大するワークシェアリング、通勤負担の軽減となる在宅勤

務、テレワ}ク、労働時間等見直しガイドラインの 2の(2)

の[特にl!ic.慮を必要とする労働者について事業主が講ずべ

き措置」のイからトまでに定められた特に配慮、を必要とす

る労働者に対する休暇の付与等の措置としての病気休日夜、

ボランティア休暇、リフレッシュ休暇、裁判員休暇等の特

別休暇等を導入するために必要な就業規則・労使協定等の

策定・見直しがこれに該当すること。

イ 労働時間管理適主化コース

次の(7)から(エ)までのうち、 1つ以上実施すること。なお、

各事業の内容は、事業の実施により労働時間の把握が適正に



行われているかを確認し、労働時間管理上の問題点の把握及

びその解消を図るものとなっており、また事業の実施により

把握した労働時間等に基づき業務内容や体制を見直す等によ

り業務能率を増進することで、所定外労働を削減し、年次有

給休暇の取得を促進するものとなっていること。

(7) 労務管理用機器の導入・更新

労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を記録することが

できるタイムレコーダ}、 1Cカード等、 1Cカード等の

読取装置等の購入がとれに該当すること。

(イ) 労務管理用ソフトウェアの導入・更新

市販の勤怠管理ソフトウェア等の購入、事業場独自の勤

怠管理ソフトウェアの開発等がこれに該当すること。

(ウ) デジタノレ式運行記録計の導入・更新

車載機器として、車載器本体、記録媒体(メモリーカー

ド等)等の購入が、事業場用機器として、読取装置(メモ

リーカードリーダ一等)、分析ソフトウェア等の購入がと

れに該当すること。

(エ) テレワーク用通信機器の導入・更新

労働者の自宅における機器として、シンクライアント端

末装置、 VPN装置等の購入が、また、事業場における機

器として、シンクライアントサーバ、 VPN装置、ネット

ワーク監視装置等の購入がとれに該当すること。

3 成果目標について(改善助成金支給要領第 2の2(2)関係)

成果目標の達成状況については、以下により算定すること。

(I) 成果目標に係る実績を、事業開始時における状況として、事

業承認を受けた前年の 8月 1日から事業承認を受けた年の 1

月末日までの半年間を算定期間としたものを、事業終了時にお

ける状況として、事業承認を受けた年の B月 1日から翌年の l

、月末日までの半年聞を算定期間としたものを、それぞれ、算定

する.こと。なお算定期間については、伊jえば賃金締切日が 25

日となっているため、 7月26日から 1月 25日までの半年簡

を算定期間とするなど、算定の利便性から、算定期間を若干目

前後させることは差し支えないこと。

(2) 事業主が雇用調整助成金等を受給して労働者を休業又は職

業訓練(以下「休業等j という。)させている期聞が、成果目

標の算定期間に含まれている場合、労働者の月間平均所定外労



働時間数については、雇用調整助成金等を受給して休業等した

月の所定外労働時間数及び労働者数から、当該休業等労働者分

を除いて算定するとととし、労働者の年次有給休暇の年間平均

取得日数については、雇用鵠整助成金等を受給して休業等した

月の年次有給休暇の取得日数及び労働者数から、当該休業等労

働者分を除いて算定すること。

また、算定方法については、具体的な計算例などをまとめた

別紙「年休取得日数の計算方法」、「所定外労働時間の計算方法」

を活用するなどして、正確に実態を把握すること。

なおィ上記に依り難いなどで必要な場合は、本省に相談する

こと。

第4 助成金の周知について(業務通達記の第 2関係)

1 推進助成金について

推進助成金については、支給対象となる事業主団体の要件に留

意しつつ、業務通達の記の第 3の3による局選定業種、宿泊業並

びに長時間労働の実態にある運輸業及び情報通信業に属する団体

等に対して第 1四半期を中心に積極的にその活用を働きかけるこ

と。

2 改善助成金について

改善助成金については、当該助成金の申請期限が 7月末となっ

ていることに留意し、第 1四半期を中心に、リーフレットを活用

し、あらゆる機会を通じて積極的に周知を行うこと。 特に、平

成 25年度から、タイムカード、 ICカード等の労働時間を客観的

に記録するための機器、労務管理ソフトウェア、デジタルタコグ

ラフ等を導入・更新し、労働時間の適Eな管理を行う中小企業を

支援するために設けた「労働時間管理適正化コースJについては、

監督指導において、労働時間の管理の適正化に資するこれらの機

械、器具の導入が必要な事業場を把握した場合にリ}フレットを

活用して説明するほか、これまでに、労働時間管理の適正化を指

導した事業場等に対してリーフレットを送付するなどの方法によ

り、積極的に周知を行うこと。

第5 働き方・休み方改善コンサノレタントによる

個別事業場等に対する支援(業務通達記の第 3関係)

1 対象事業場とその対応について



対象事業場の選定等に当たっては、次の(1)~ (5)に留意すると

と。

また、対象事業場に対し、コンサノレティング等を行った場合は、

別添 3r対象事業場管理表Jを活用し、自主点検の状況を含め、
逐次状況を記録するなどして、それぞれの進捗状況を管理するこ

と。

(1) 局選定業種の事業場

ア 局選定業種について

局選定業種については、これまで都道府県労働局(以下「局」

という。)又は労働基準監督署(以下「箸j という。)にお

いて実施してきた各種の自主点検結果により、長時間労働や

年次有給休暇の取得率が低い業種、長時間労働や年次有給休

暇の取得に関する相談が多数寄せられる業種、これまでのコ

ンサルティングの実績等から業種全体で取り組む必要がある

と局において判断した業種、業種別の年次有給休日慢の取得率

等を把握している場合は取得率が低い業種、各種の統計によ

り労働時間が長い業種等から選定すること。また、局選定業

種は複数選定して差し支えないことロ

なお、本省においては、上記第 1の1のとおり、情報通信

業及び宿泊業について、「働き方・休み方改善ハンドブック J

(仮称)を作成するととから、これらの業種を選定すること

についても検討すること。

イ 局選定業種に係る事業場の選定基準の策定について

選定基準の策定に当たっては、局選定業種に該当するすべ

ての事業場を対象とするのではなく、例えば一定規模以上の

事業場、地域等のまとまりのある事業場を対象とする等、コ

ンサノレティングの効呆が最大限発揮されるものとすること。

ウ 行政手法について

自主点検を行う場合は、別添4 r労働時間等設定改善自主
点検表」を用いること。ただし、既に他の自主点検等により、

上記自主点検の内容を把握している場合は、当該自主点検を

省略して差し支えない。

(2) 助成金を支給した事業場等

助成金を支給した事業場及び団体に対しては、ア及びイによ

り対応すること。

ただし、毎年度末に実施しでいる政策評価のためのアンケー



ト、推進助成金を支給した団体が事業開始時及び事業終了時に

構成事業場の実態を把握するために行うアンケ}ト調査票(以

下「アンケート調査票」という。)、改善助成金を支給した事

業主から支給申請時に提出される職場意識改善助成金事業実施

結果報告書などから、週労働時聞が 60時間以上の労働者が存

在する事業場を把握した場合は、ア及びイに関わらず、当該事

業場に対して、架電等により、ワークショップ及びコンサルテ

ィングの手法を説明し、事業主等に対して希望する手法を確認

すること。コンサノレティングを希望した場合には、コンサノレテ

イングを必ず実施するととロ

ア推進助成金

平成 24年度以降に事業の実施を承認した団体又は当該団

体の構成事業主に対して、(7)及び(イ)の区分に留意の上、必

婆な指導を行うこと。

(7) 平成 24年度に推進助成金事業の実施を承認された団体

及び当該団体の構成事業主

a 、bの順番で必要な指導を行うこと。

a 事業実施年度の翌年度の第 1四半期を回途に、助成金

を支給した団体から提出された事業開始時及び事業終了

時のアンケ}ト調査票により、①又は②のいずれかに該

当する構成事業主を把握し、当該構成事業主における労

働時間等の設定の改善に向けた問題点について、必要に

応じて団体から取組の状況を確認し、分析を行った上で、

当該構成事業主が問題点の解決に向け継続的に取り組め

るように、当該構成事業主に対し団体による助言・指導、

情報の提供その他の援助を行うよう、団体に対して働き

かけること。

① 事業終了時の年次有給休暇の取得率文は取得日数が、

事業開始時より低下したもの

② 事業終了時の労働者 1人当たりの月間所定外労働時

関数が、事業開始時より増加したもの

b 事業実施年度の翌年度の第4四半期を目途に、別添5

「労働時間等設定改善推進助成金支給団体の構成事業場



に対する自主点検表」を用いてすべての構成事業場に対

して、自主点検を実施するとと。

ただし、翌年度内の実施が困難な場合には、事業実施

年度の翌々年度に実施して差し支えないこと。

自主点検の対象事業主は、事業実施承認の申請の際の

添付書類である団体の構成員名簿や、アンケート務査票

iこより把握すること o

自主点検の結果、事業終了時より年次有給休暇の取得

率が低下している等、労働時間等の設定改善に向けた取

絡が低調なことを確認した場合は、当該事業場に架電等

により、現状を理解させた上で、ワークショ yプ及びコ

ンサノレティングの手法を説明し、いずれかの手法を利用

するよう働きかけること。

コンサノレティングを希望する場合には、必ずコンサル

ティングを実施するとと。

(イ) 平成 25年度以降に推進助成金事業の実施を承認された

団体及び当該団体の構成事業主

a 、bの順番で必要な指導を行うこと。

a 事業実施年度の翌年度の第 1四半期を目途に、助成金

を支給した団体から提出された事業開始時及び事業終了

時のアンケ}ト調査票から、

医療業以外の業種の団体については①又は②のい

ずれかに該当する構成事業主

① 事業終了時の年次有給休暇の取得率又は取得日

数が、事業開始時より低下したもの

② 事業終了時の労働者1人当たりの月間所定外労

働時間数が、事業開始時より滑加したもの

医療業の団体については、団体が選択した成果目

標の実績を把握し‘事業開始前より取組が後退した

構成事業主

を相握し、当該構成事業主における労働時間等の設定

の改善に向けた問題点について、必要に応じて団体か

ら取組の状況を確認し、分析を行った上で、当該構成

事業主が問題点の解決に向け継続的に取り組めるよう

に、当該構成事業主に対し団体による幼言・指導、情



報の提供その他の援助を行うよう、団体に対して働き

かけること。

b 事業実施年度の翌年度の第 4四半期を目途に、.8IJ添5

「労働時間等設定改善推進助成金支給団体の構成事業場

に対する自主点検表J (医療業に属する団体の場合は別

添 6 r労働時間等設定改善推進助成金支給団体の構成事
業場に対する自主点検表(医療業用)J )を用いてすべ

ての構成事業場に対して、自主点検を実施すること。

ただし、翌年度内の実施が困難な場合には、事業実施

年度の翌々年度に実施して差し支えないこと。

自主点検の対象事業主は、事業実施承認の申請の際の

添付書類である団体の構成員名簿や、アンケート調査票

により把握すること。

自主点検の結果、事業終了時より年次有給休日慢の取得

率が低下している等、労働時間等の設定改善に向けた取

組が低調なことを確認した場合は、当該事業場に架電等

により、現状を理解させた上で、ワークショップ及びコ

ンサノレティングの手法を説明し、いずれかの手法を利用

す:5ょう働きかけること。

コンサ/レティングを希望する場合には、必ずコンサノレ

ティングを実施すること。

イ 改善助成金

(7)及び(イ)の区分に留意の上、第 3四半期までを回途に、

コンサノレテイングを実施するとと。

(y) 平成 24年度までに改善助成金に係る計画を認定した事

業主

a 、b及び cの区分に応じ、別添 7r職場意識改善助成
金支給企業に関する調査票(平成 24年度までに計画認定

した事業場用)Jにより、現状を把握し、労働時間等の設

定改善が望まれる事項を確認した場合は、必要な指導を行

うとと。ただし、事業終了後、コンサルティングを実施し、

現状を把握するとともに、必要な指導等を行っているもの

については、対象から除外して差し支えないこと o

a 事業実施期間中の事業主

平成 24年度に改善助成金に係る計画を認定したすべ

ての事業主に対して、事業の実施状況を確認し、計画ど



おり取組が進んでいないことを把握した場合は、その原

因を確認、し、着実に取組が行われるよう必要な指導を行

うこと。

b 助成対象事業実施期間終了後 1年未満の事業主

①及び②のいずれかに該当する場合は、上記イの(7)

の調査票により現状を把握し、労働時間等の設定改善が

望まれる事項を確認した場合は、必要な指導を行うこと。

① 事業終了時の年次有給休暇の取得率が、事業開始時

より低下したも「の(当該事業主の計画を認定した年度

の職場意識改善助成金支給要領(以下「支給要領Jと

いう。)様式第 10号「職場意識改善助成金実施結果

報告書J (2年度目に改善助成金を支給しなかった場

合は同様式第 9号「職場意識改善助成金事業実施状況

報告書J)の 2 (5)<関係)

② 事業終了時の労働者 1人当たりの月間所定外労働

時間数が、事業開始時より増加したもの(支給要領様

式第 10号「職場意識改善助成金事業実施結果報告書J

( 2年度目に改善助成金を支給しなかった場合は同

様式第 9号「職場意識改善助成金事業実施状況報告

書J)の 2(6)関係)

c 助成対象事業実施期間終了後 1年以上経過した事業

主

改善助成金を支給したすべての事業主に対して、事業

廃止等の特段の事情がない限り、コンサノレティングを実

施し、...E記イの(ア)の調査票により現状を把握し、 2年

度目事業終了時(2年度目に改善助成金を支給しなかっ

た場合は 1年度目事業終了時)と比較して年次有給休暇

の取得率が低鼻下している等、労働時間等の設定改善に向

けた取組が低調なことを確認した場合は、必要な指導を

行うこと。

(イ) 平成 25年度以降に承認申請した事業主

a、b、cの区分に応じ、必要な指導を行うこと。

a 事業実施期間中の事業主

平成 25年度以降に助成金事業実施承認申請があった

すべての事業主に対しては、承認申誇年度に、実施体制

の整備のための措置及び支給対象の事業を完了した際



に提出される f職場意識改善助成金事業実施状況報告書j

(支給要領様式第 9号)の内容により、あらかじめ実施

状況を把握した上で、コンサノレティングを実施し、確実

に成果目標を達成できるよう必要な指導を行うこと。

b.助成対象事業実施期間終了後 1年未満の事業主

次の①、②のいずれかに該当する場合は、事業実施終

了年度の翌年度に、別添 8r職場意識改善助成金支給企
業に関する調査票(平成 25年度以降に承認申請した事

業場用)Jにより現状を把握し、労働時間等の設定改善

が望まれる事項を確認した場合は、必要な指導を行うこ

と。

① 事業終了時の労働者 1人当たりの年次有給休暇の

年間取得日数が、事業開始時より低下したもの(様式

第 11号「職場意識改善助成金事業実施結果報告書J

の1 (1)関係)

② 事業終了時の労働者 1人当たりの月間所定外労働

時間数が、事業開始時より増加したもの(様式第 11 

号.r職場意識改善助成金事業実施結果報告書」の 1(2) 

関係)

c 助成対象事業実施期間終了後 1年以上経過した事業

主

改善助成金を支給したすべての事業主に対して、事業

廃止等の特段の事情がない限り、上記 bの調査票に基づ

き、コンサノレティングを実施し、事業終了時と比較して、

労働者の年次有給休暇の年間取得日数が減少している

等、取組が低下していることを確認した場合は、必要な

指導を行うこと。

(3) コンサルティングの申出のあった事業場

コンサルタントの申出(ワークシヨ 1ツプ後のアンケート等に

よる申出を含む。)を受理した場合、速やかに当該事業場に架

電の上、希望するコンサルティングの内容を把握するとともに、

コンサノレティング実施日時の調整を行うこと。

(4) 法令を遵守し、長時間労働の抑制等について改善意欲がある

ものとして、署から情報提供された事業場



長時間労働の抑制を図るため、事業場l乙対し、改善のための

課題を認識させた上で、課題を踏まえた取組方策を提案するな

ど、効果的なコンサルティングを実施すること。

また、コンサノレティングに当たっては、あらかじめ事業場と

実施時期等の調整を行うこと。

なお、コンサルティングの対応の結果については、事業場の

承諾が得られた場合、当該署に対し、情報提供すること。

(5) 36協定において 1か月当たり 80時間を超える協定を締結し

ていると暑より情報提供された事業場(限度基準第 5条第 1

号、第 2号又は第 4号による適用除外になっている事業は除

く。)

平成 18年3月 17日付け基発第 0317008号「過重労働によ

る健康障害防止のための総合対策J別紙 1の3の(3)に掲げる措

置を的確に講ずるため、引き続き、局暑の連携により、的確な

対象選定を行い、自主点検、ワータショップ、コンサノレティン

グ等の手法を講ずること。

なお、自主点検を実施する場合には、別添4 r労働時間等設
定改善自主点検表Jを活用するとと。

2 ワークショップ実施事業場に対するフォローアップについて

ワークショップ実施事業場に対するフォローアップは、ワーク

ショップ実施の翌年度に実施すること。ただし、労働時間等に係

る制度の改善等に要する期間等を考慮し、ワークショップ実施日

から 6か月以上の期間を確保すること。ワークショップを実施し

た全事業場に対して，実施する自主点検については、別添4 r労働
時間等設定改善自主点検表」を用いるとと。

自主点検を行った場合、別添 3r対象事業場管理表」を活用し、
状況を記録するなどして、進捗状況凌管理すること。

3 コンサルタント活動に関する行政効果の把握についで

局選定業種の事業場について、コンサノレティングを行い、一定

期間経過後(概ね 1年(目途))、再度コンサルティング又は自

主点検を行い、行政効果の把握に努めること。

また、把握した結果については、次年度以降の局選定業穫を検

討する際の基縫資料として活用すること。

第 6 中長期的な見通しをもった対応(業務通達記の第5関係)



(1) 年間計画は、原則、前年度中に策定すること。また、対象事業

場数が膨大に及び単年度での実施が困難な場合は、必要に応じ、

中長期的な見通しをもった計画についても策定すること。なお、

当該計画を策定する場合も、原則、前年度中に策定すること。

(2) 平成 25年度の年間計画は、 4月中に策定し、 5月から当該計画

に基づき取り組むこと。

また、平成25年度を初年度とする中長期計画を策定する場合は、

4月中に策定し、 5月から当該計画に基づき取り組むこと。その

際の留意事項は従前のとおりとすること。

第 7 関係行政機関等との連携(業務通達第 6(2)関係)

都道府県、市町村、関係行政機関、 NPOを含む地域団体等が

行うワーク・ライフ・バランスに関する取組について、随時情報

収集を行い、これら関係行政機関等どの連携・協働に努めるとと。

なお、連携・協働については、以下に掲げる方法が考えられる。

① 関係行政機関等との合同による個別訪問

② 関係行政機関が主催する説明会等の場を活用した集団指導

③ ワーク・ライフ・バランスに関して地域団体が行うイベント

等への参画やブースの出展

第 B その他(業務通達第 7関係)

1 コンサルタントによる好事例の収集とその活用

コンサルティングやワークショップ等の機会を通じ、年次有給

休暇の取得促進(特に、計画的付与制度を活用したもの)、長時

間労働の抑制等の好事例及び地域において休日の普及に取り組ん

でいる情報等を積極的に収集し、今後のコンサルティングやワ'ー

クショップの機会に活用すること。

2 本省への報告について

(1) 好事例の報告

業務通達の記の第 7によるもののほか、局の取組による効果

を把握している事例のうち、例えば、次のような事例について、

その概要を取りまとめ、本省労働条件攻策課に報告すること o

本省において、報告を受けた取組事例については、随時、各局

に情報提供する。

ア コンサルティングを希望する事業場が増えた取組事例

イ 助成金を支給した事業場又はコンサノレティングを行った事



業場における長時間労働の削減及び年次有給休日慢の取得促進

の好事例

(2) r働き方・休み方改善協議会J (仮称)に係る情報の報告
年次有給休暇の取得促進に関して、地方自治体や地場企業な

どを巻き込んで、地域ぐるみで年次有給休暇の取得促進に取り

組んでいる事例を把握した場合は、随時本省労働条件政策課へ

報告すること。

3 コンサルタント制度の周知

コンサルタント制度の利用拡大のため、以下に掲げる方法を参

考に、積極的かつ効果的に周知活動に取り組むこと。

(1) 局ホームページを活用した周知

(2) 局暑における集団指導等の機会をとらえた周知

(3) 助成金と併せた利用勧奨

(4) 自治体や関係団体等が発行する広報誌等を活用した周知

(5) 事業主団体、元請会社、親会社等を通じた関係事業場に対す

る利用勧奨

4 上記 1及び 2による好事例及び地域における労働時間等の設定

の改善に関する情報の収集については、このための特段の調査・

確認等を求めるのではなく、通常業務の中の事業場のi様簿等の点

検・確認や事業主からの聴取等を行う過程において把握すれば足

りるものであること。

改正平成25年 5月15日 一部改正




